
 

 

 

一戸町総合計画後期基本計画 

令和５（2023）年度～令和８（2026）年度 

令和７年度　評価実績報告書 

 



はじめに　～　町民の皆さんへ　～ 

 

　一戸町では、平成 31（2019）年３月に、今後８年間を計画期間とする新しい総合計画「第６次一戸町

総合計画」を策定し、およそ 30 年後に実現していたい３つの理念「みんなが生き生きと繋がって賑わ

いをつくり出しているまち」、「みんなが自然や文化がもつ魅力を引き出しているまち」、「みんなが安心

でき、これからも暮らし続けたいと思うまち」の達成に向け取組を進めています。 

　この報告書は、後期基本計画の計画期間にあたる令和５年度から令和８年度に町はどのように取り組

み、どういう成果があったのかを、町民の皆さんにお伝えすることを目的に作成するものです。 

　町では、取組状況を毎年度評価することによって、遅れが生じている分野や新たな課題の把握に努め、

計画や施策に反映しております。また、報告書の作成プロセスや、評価の基準などの詳細については下

記の資料のとおりとなっております。 

　この報告書が町民の皆さんにとって当町の政策について考えていただくための資料となり、町政に対

する御意見をいただく契機となれば幸いです。 

 

令和８年９月 

一戸町長　小野寺　美　登 
 
○　報告書の作成について 

１　対象期間 

令和７年４月１日から令和８年３月 31日まで 

 

２　策定スケジュール 

 

３　数値目標の主な評価基準 

 ５月 11日 

５月 29日 

 

８月 17日 

８月 24日 

８月 28日 

８月 28日 

９月３日

各担当課による評価実施の依頼 

各担当課による報告 

庁内ヒアリング、部長級協議、町長説明 

諮問案の完成 

総合計画審議会への諮問 

総合計画審議会による答申 

一戸町総合計画後期基本計画評価・実績報告書の策定 

議会への説明及び公表

 
目標達成率 100％以上

80％以上 

100％未満

60％以上 

80％未満
60％未満

 
評価

Ａ 

（順調）

Ｂ 

（おおむね順調）

Ｃ 

（やや遅れ）

Ｄ 

（遅れ）



 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

第１章　将来を担う人材を育むまちづくり 〇 〇 〇

第１節　生涯学習社会の構築 〇 〇 〇

第２節　学校教育の充実 〇 〇 〇

第３節　青少年の健全育成 〇 〇 〇

第４節　スポーツの推進 〇 〇 〇

第５節　一戸高校支援の充実 〇 〇 〇

第２章　人が集まり地域が活力にあふれるまちづくり 〇 〇 〇

第１節　町民主役のまちづくりの推進 〇 〇 〇

第２節　関係人口の創出と移住・定住の支援 〇 〇 〇

第３節　多様な活動の場の構築 〇 〇 〇

第３章　産業の振興と仕事の創出を図るまちづくり 〇 〇 〇

第１節　農業の振興 〇 〇 〇

第２節　林業の振興 〇 〇 〇

第３節　商工業の振興 〇 〇 〇

第４節　観光・レクリエーション業の振興 〇 〇 〇

第５節　地場産品の振興 〇 〇 〇

第４章　歴史や文化を活かすまちづくり 〇 〇 〇

第１節　世界遺産「御所野遺跡」を守り伝えるまちづくりの推進 〇 〇 〇

第２節　歴史文化の継承と創造 〇 〇 〇

第５章　元気で健やかに暮らせるまちづくり 〇 〇 〇

第１節　地域福祉の推進 〇 〇 〇

第２節　保健の充実 〇 〇 〇

第３節　子育て支援の充実 〇 〇 〇

第４節　高齢者福祉の充実 〇 〇 〇

第５節　障がい者福祉の充実 〇 〇 〇

第６節　医療体制の確保・充実 〇 〇 〇

第６章　生活しやすい環境が充実するまちづくり 〇 〇 〇

第１節　脱炭素社会の実現と自然環境の保全 〇 〇 〇

第２節　社会基盤施設の整備 〇 〇 〇

第３節　住宅の整備 〇 〇 〇

第４節　環境衛生対策の充実 〇 〇 〇

第５節　広報広聴の充実 〇 〇 〇

第６節　消防・防災体制の充実 〇 〇 〇

第７節　安全安心な生活の実現 〇 〇 〇

数値目標の評価基準

Ａ（順調）：100％以上、Ｂ（おおむね順調）：80％以上100％未満、Ｃ（やや遅れ）：60％以上80％未満、Ｄ（遅れ）：60％未満

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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全体の評価

 第６次一戸町総合計画後期基本計画（以下、後期基本計画という。）では、６つの基本目標（章）を

定め、この目標に沿って事業を推進し、後期基本計画３年目となる令和７年度の評価は、「Ａ（順調）」

の章が１つ、「Ｂ（おおむね順調）」の章が５つとなりました。また、章内の各数値目標の評価は、「Ａ

（順調）」が 27 項目、「Ｂ（おおむね順調）」が 18項目、「Ｃ（やや遅れ）」が６項目、「Ｄ（遅れ）」が

11 項目、「評価不能」が３項目と、Ａ及びＢが全 65 項目の約 69％にあたり、全体の進捗状況はおお

むね計画どおりに進んでいると考えられます。一方で、前年度と比較して「Ｄ（遅れ）」が増加してお

り、人口減少の加速や社会情勢の急速な変化の影響が顕著になってきていることが伺えます。 

 

また、令和７年度においても、後期基本計画の重点項目である「町の取組に若者や女性の積極的な

参加を促すこと」と「世界課題である温暖化対策のために、一戸町の資源を活用して脱炭素社会を目

指すこと」の２項目に重点的に取り組みました。 

まず、一つ目の重点項目「町の取組に若者や女性の積極的な参加を促すこと」では、令和６年２月

に立ち上げた人口減少対策本部での検討を継続し、子育て支援の充実や住環境整備といった施策展開

を図るとともに、いちのへ未来会議や若者地域活性化アクション支援事業などを通じて、次世代が地

域づくりに主体的に関わる機会を創出してきました。 

 

もう一つの重点項目「世界課題である温暖化対策のために、一戸町の資源を活用して脱炭素社会を

目指すこと」では、地球温暖化対策実行計画（事務事業編）と同計画（区域施策編）の達成に向け、

公共施設のＬＥＤ化や太陽光発電設備導入に係る検討などの率先行動を推進する一方で、町民の取組

に対する支援拡充にも注力し、町全体での脱炭素への機運醸成を図りました。 

 

以上、７年度全体の評価としてはおおむね順調と評価します。しかし、進捗に遅れが見られる分野

については、その原因を丁寧に分析し、取組の改善や施策の見直しを急ぐ必要があります。特に、観

光客の伸び悩みや産業の担い手不足といった課題は、町の活力と経済を左右する重要な課題です。後

期基本計画の最終年度を控え、計画の実効性を高めるとともに、次期総合計画の策定に向けた検討と

並行して、人口減少への対応と地域経済の活性化、生活環境の充実といった課題により一層重点的に

取り組み、持続可能で活力あるまちづくりを実現していきます。
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第１章　将来を担う人材を育むまちづくり 

学校の内外で協力しあう学習支援やキャリア教育の充実、生涯学習やスポーツ少年団などの活動を通

じた豊かな人間性とコミュニケーション能力の育成などに取り組み、将来を担う人材を育むまちづくり

を進めます。 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第１節　生涯学習社会の構築 

価値観の多様化、地域の連帯感や人間関係の希薄化など社会様相の変化の中にあり、個人の学習ニー

ズへの確実な対応と、ともに学び合う学習を通じ町民の連携を深めるために、町固有の文化や施設など

を活かした学習プログラムの充実を図ります。 

 ７年度 評価
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 Ａ評価項目１、Ｂ評価項目４となり、全体でＢ(おおむね順調)と評価する。 

第１節（生涯学習社会の構築）では、町民セミナーは町民の関心が得られ

るテーマ設定や特別講座開催により、目標値を大きく上回る受講者数とな

り、生涯学習の充実が図られたと評価する。図書館についても図書関連以外

の業務充実や外部団体との連携により、利用促進ができた。 

第２節（学校教育の充実）では、各種調査結果をもとに学習や健康面の課

題や、経済面の諸課題の解決に向け、学校や家庭・地域と連携しながら、解

消を図る取組を行ったが、自己肯定感を持っている児童生徒の割合が大幅に

減少するなど、授業の理解度も含め目標を下回る結果となった。 

第３節（青少年の健全育成）では、イベント開催が難しい中にあっても県

立北桜高校からボランティア協力を得ることができ、地域と生徒の関係性を

高めることができた。また、 様々な交流の機会を通じ、青少年の成長する機

会となった。 

第４節（スポーツの推進）では、各種補助等の支援を継続し、スポーツ団

体数の維持に努めるとともに、町民のスポーツに触れる機会を増やすため、

総合スポーツ大会の種目や参加資格の見直し、新たにニュースポーツの体験

交流会や体験教室を開催した。スポーツ施設においても、改修や適切な維持

管理を進めるなど、スポーツを通じたまちづくりを推進できた。 

第５節（北桜高校の支援の充実）では、北桜高校ＣＴＡを通じた地元産業

と企業の理解、生徒の自主的な学習意欲を醸成するための資格検定等取得費

支援、福祉施設研修事業を行うなど、高校の魅力化や、進路実現に向けた生

徒への支援が進んだ。
 取組方針 「生涯学習社会の構築」では、さらに幅広い世代の受講者や図書館利用者

の拡大を図るため、興味・関心のあるテーマ等の設定に努める。 
「学校教育の充実」では、学習面や健康面、経済面における諸課題の解決

に向け、これまで以上に５者（子ども・家庭・学校・地域・行政）の連携・

協働を深める。 
「青少年の健全育成」では、県立北桜高校生への働き掛けを引き続き行い、

地域と学校の連携を深める。 
「スポーツの推進」では、中学校部活動の地域展開、各種団体への支援の

継続と指導者育成に取り組みながら、既存事業の見直しを行い、参加しやす

い事業実施に取り組む。 

「北桜高校の支援の充実」では、高校の更なる魅力向上に加え、企業と連

携した取組の拡充を図る。
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①　多彩で特色ある学習プログラムの整備 

各世代における学習ニーズの的確な把握、社会教育講座・教室の充実を核とし多彩で特色ある学

習プログラムを整備するために、環境問題や生命、人権、国際理解、情報化などの現代的課題や、

一戸の自然と文化、産業振興、少子・高齢化、地域の活性化など町の特性や課題をテーマにした学

習機会を提供します。 

 

②　地域における自主的学習の促進と学習団体などの育成 

町内会や自治公民館活動等、地域における自主的な生涯学習活動を支援するために、専門知識を

もった人材を講師として派遣します。 

 

③　図書館の利用促進 

⑴ 　多様な町民のニーズに応えるため、基本となる施設、職員、資料の三要素を充実、レファレ

ンスやリクエストへの対応などのサービスを提供し、図書館の利用を促進します。 

⑵ 　地域課題の解決に寄与するため、各機関・団体との事業連携を強化します。 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第２節　学校教育の充実 

　変容する社会を生き抜き、未来を切り拓いていく力を育むために、今までの「学校・家庭・地域」の

横連携に加え、「保・小・中学校教育」の縦連携を大切にしながら、人との関わりの中で子ども一人ひと

りの個性や特性を活かした能力の伸長に取り組みます。また、将来を担う人材を育成するために伝統・

文化を大切にし「知・徳・体」の調和のとれた人間育成に取り組みます。 

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
1

町民セミナー受講者延べ

人数
人

目標 420 420 420 420
 実績 728 751 691
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

2
図書館利用者数 

（１日平均来館者数）
人

目標 180 180 180 180
 実績 190 189.4 196.4
 評価 Ａ Ａ Ａ

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 町民セミナーでは、町民の関心に応じたテーマや多様な学びの機会を提供

したことで、数値目標を大きく上回る受講者数となった。図書館利用者数に

ついても、図書関連以外の業務充実や町ユネスコ協会やオレンジカフェさく

らの会をはじめとする外部団体との連携などにより、幅広い対象にリーチで

き、目標を上回る水準を維持した。
 実績 取組方針
 ①多様なテーマでセミナーを開催し、多く

の町民の学習の場を提供した。

①より充実したセミナーとなるよう、開催

内容を検討し、町民の学習機会の確保に努

める。
 ②そよかぜ学級事業で講師派遣等を行うこ

とにより、各地区での生涯学習活動を支援

した。（全地区計 18 回）

②地域での自発的な学習を支援するため、

制度の周知に努め、講師派遣及び講師費用

の負担を継続して行う。
 ③図書館業務の他、地域おこし事業やキャ

リア人材育成事業、参加者が作り上げる形

で実施した朗読会等、学びの場の機会を創

出し、図書館利用の促進を図った。

③図書館業務の円滑な推進と、各施設・団体

との連携を強化し、引き続き図書館利用促

進に努める。
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※１　県学調：児童生徒質問紙（小学校５年生、中学校２年生）、令和４年度まで実測値 

※２　各校の健康診断結果による 

 

①　幼児教育・義務教育の充実 

⑴ 　生涯にわたる人間形成の基礎を培う就学前幼児期や小学校低学年児童期の教育を充実させ

るために、認定こども園等の保育施設、小学校、家庭が連携して「一の教育」の実践を進めま

す。 

⑵ 　個に応じたきめ細やかな指導を提供するため、小中学校への支援員の配置を継続するととも

に、自主的な学習意欲を高めるために、公営塾や土曜学習の開催、各種検定受検支援を行いま

す。 

⑶ 　ＩＣＴを活用した教育やキャリア教育の推進、外国語教育や環境教育の充実など、社会の変

化に対応できる能力を育む教育の充実を図ります。 

⑷ 　「いちのへ御所野縄文学」を軸にして、郷土について主体的かつ探求的に学ぶことを通して

町の歴史と文化を愛し誇りとする児童生徒を育む教育の充実を図ります。 

⑸ 　道徳教育の充実、ボランティア等の体験活動、文化芸術活動への参加や読書活動の充実など

により、豊かな心を育む教育を推進します。 

⑹ 　健康教育の充実、実践力の養成、個々に応じた基礎体力や運動能力の向上、学校保健・安全

に関わる取組を推進します。 

⑺ 　基本的な生活習慣や生活能力、豊かな情操を養うために、家庭教育の重要性について子ども

を持つ親が再認識し、それぞれの家庭において子どもの教育を確立できるよう、家庭教育に関

する学習の機会を提供します。 

 

②　学校、家庭、地域の連携による「地域とともにある学校」づくりの推進 

⑴ 　学校と家庭・地域が目標を共有し、地域連携・協働の一層の充実を図るために、学校運営協

議会の設置等の体制整備を進めます。 
⑵ 　地域や学校の実情に応じた地域学校協働活動の充実を図ります。 

⑶ 　民生委員・児童委員との連携等を通して家庭や地域社会と一体となった適切な相談や指導に

努め、問題の解消と防止を図ります。 

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
3

授業が「分かる」と答え

た児童生徒の割合 

（小学校）※１

％

目標 75.0 77.0 79.0 80.0
 実績 80.7 79.0 77.2
 評価 Ａ Ａ Ｂ
 

4

授業が「分かる」と答え

た児童生徒の割合 

（中学校）※１

％

目標 80.0 81.0 82.0 82.0
 実績 73.4 84.6 69.4
 評価 Ｂ Ａ Ｂ
 

5

自己肯定感をもっている

児童生徒の割合 

（小学校）※１

％

目標 88.0 89.0 90.0 90.0
 実績 79.9 81.1 74.0
 評価 Ｂ Ｂ Ｂ
 

6

自己肯定感をもっている

児童生徒の割合 

（中学校）※１

％

目標 72.0 74.0 76.0 76.0
 実績 81.8 87.0 67.0
 評価 Ａ Ａ Ｂ
 

7 小学校肥満率※２ ％

目標 14.50 14.00 13.50 13.00
 実績 17.29 14.72 14.85
 評価 Ｂ Ｂ Ｂ
 

8 中学校肥満率※２ ％

目標 13.00 12.50 12.00 11.50
 実績 14.10 11.43 14.69
 評価 Ｂ Ａ Ｂ
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③　特別支援教育の充実 

⑴ 　関係機関と連携し、早期からの就学支援、児童生徒のニーズに応じた学びの場や支援のあり

方の検討を進めます。 

⑵ 　特別支援エリアコーディネーター等との連携のもと「共に学び、共に育つ教育」の推進を図

るとともに、各小中学校における支援を要する児童生徒に対する指導の充実を推進します。 

 

④　小中学校の教育環境の整備充実 

⑴ 　長寿命化計画に基づき、小中学校の各施設・設備の効率的な整備充実を図ります。 

⑵ 　新しい教育内容に即したＩＣＴ機器を含む教材・教具の整備充実を図ります。 

⑶ 　各校の教職員が教育活動を推進しやすいよう環境整備を図ります。 

 

⑤　学校給食の充実 

⑴ 　食を通じた地域理解を進め、また、食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けるた

めに、食育の学習の場となる学校給食の充実を図ります。 

⑵ 　衛生管理を徹底するとともに、地産地消の促進を図り、栄養バランスのとれた安全でおいし

い給食の提供を行います。 

 

⑥　教育に関わる経済的負担の軽減、就学援助・通学対策等の充実 

⑴ 　経済的に就学困難な児童・生徒に対して、就学援助費の支給や給付型奨学金を含む育英制度

を活用して就学を援助し、人材の育成・確保を図ります。 

⑵ 　公共交通を利用した通学への支援や最適な交通手段の確保など、総合的な通学対策を推進し

ます。 

⑶ 　心と体の成長や、仲間づくり等が期待される部活動に参加しやすい環境づくりを進めるため

に、活動に対する支援方法を検討します。 

 

⑦　教職員の資質の向上 

　「校長及び教員としての資質の向上に関する指標」に基づいた教職員の研修や研究活動を奨励・

支援します。 

 

⑧　いじめ、不登校等への対応の充実 

⑴ 　いじめや不登校など、多様化、複雑化する問題行動に対応するために、家庭や地域、警察や

福祉部局等関係機関との連携、協力のもと、実態把握や解決支援にあたります。 

⑵  　県で配置しているスクールカウンセラー（ＳＣ）やスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）

の活用等により、児童生徒一人ひとりに寄り添った支援と問題の早期解決を図ります。 

【評価及び今後の取組方針】 
 ７年度 総括

評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 郷土への誇りを育む探求学習の質的向上のため「いちのへ御所野縄文学」

を実践し、郷土について自分の言葉で発信できる教育を深めることができ

た。 

「保・小・中学校教育」の切れ目のない連携を図るため、乳幼児期に育む

べき能力について保護者及び地域社会への周知・啓発を強化し、教育連携を

深めた。 

児童生徒用端末等ＩＣＴ機器の更新を行い、学びの場において有効活用で

きる環境づくりを行うとともに、ＩＣＴ支援員を配置し、授業での支援体制

や、教職員が円滑に教育を進められる体制を構築した。 

児童生徒に対する経済的支援として、就学援助費支給、奨学金貸与、各種

大会等出場費補助、学校給食費の減額など、円滑な支援を継続した。 
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 悩み事を抱えた児童生徒一人ひとりの心理的・社会的な背景に寄り添うた

めスクールカウンセラー（ＳＣ）及びスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）

による支援を推進した。
 実績 取組方針
 ①学力調査結果に基づいた課題分析を全校

で共有し、授業改善に取り組んだ。また、校

内研究会への指導助言を通じ、教職員の指

導力の向上を図った。 

　「一戸町架け橋期カリキュラム」を各校・

各園で展開し、乳幼児期に備えるべき能力

を保護者を含む地域全体が理解し、その育

みのために連携し取り組んだ。 

「いちのへ御所野縄文学」では、各小学校

の実践事例発表会を実施し、郷土への誇り

を育む探求学習の質的向上を図った。この

探求学習を通じ、教職員は主体的かつ対話

的な学びのあり方について理解した。 

町校長会でＩＣＴ機器の活用事例や指導

方法に関する先進地視察研修を実施し、各

校におけるＩＣＴの効果的な活用に向けた

課題等を確認した。

①各教科における資質・能力の育成を最優

先課題とし、各校の授業づくりの個別相談

及び校内研究会等への指導助言を行う。 

　いちのへまちステップアッププランの具

現化、幼児教育の推進、及び御所野縄文学の

推進を柱とし、地域特性を活かした独自性

の高い学校運営を推進する。 

なお、御所野縄文学については、町の歴史

と文化に対する誇りを育むための研修を実

施し、児童生徒が主体的に地域の魅力を探

求し、発信できる教育環境の整備・充実を図

る。 

ＩＣＴを教育活動の基盤として活用する

ため、先進的な実践事例を学ぶ研修機会を

継続的に提供し、教員の指導力向上と校内

での教育ＤＸ推進を図る。

 ②統廃合による学校運営協議会の再編後、

各学校において新たな体制により学校と家

庭・地域が目標を共有し、地域連携・協働の

一層の充実を図った。

②学校と家庭・地域が目標を共有し、地域連

携・協働の一層の充実を図るために、学校運

営協議会を計画に沿って定期的に運営す

る。
 ③関係機関と教育支援会議を実施し、就学

支援、児童生徒のニーズに応じた学びの場

や支援のあり方の検討を進めた。 

　また、岩手県立盛岡みたけ支援学校奥中

山校のコーディネーターとも連携し、個々

の支援について様々な助言を受けながら取

組を進めた。

③教育支援会議を実施し、早期からの就学

支援、児童生徒及び保護者の多様なニーズ

を丁寧に汲み取り、より柔軟で効果的な学

びの場や支援のあり方を検討する。 

　各校の特別支援教育コーディネーターの

主導性を一層高め、関係機関との連携・情報

共有を円滑化することで、より充実した支

援を図る。
 ④安全な学習環境を整えるため、各小中学

校において要望のあった営繕工事を行っ

た。またトイレ環境改善のため、一戸南小学

校・奥中山小学校の洋式便座を暖房便座に

交換した。 

　児童生徒用端末や電子黒板等ＩＣＴ機器

の更新により、授業において有効活用でき

る環境づくりを実施した。 

　地域活性化企業人制度による支援員の配

置により、授業におけるＩＣＴ機器使用に

関する支援体制及びＩＣＴ機器保守委託業

者との連携体制を整え、教職員が円滑に教

育を進められる現場を構築した。 

　学力向上支援員、スクールカウンセラー

等のスタッフを配置し、教職員の支援体制

の整備に取り組んだ。

④必要な施設の維持管理に係る各種修繕等

を計画的に行い、安全な学習環境の整備を

図る。また、大規模な修繕については国の交

付金を活用して行う予定であり、町長部局

と協議を行いながら、優先順位を付けて対

応する。 

　児童生徒及び教職員用の学習用端末の保

守作業や、コンピュータ、電子黒板などのＩ

ＣＴ機器の整備を計画的に進め、授業にお

いて有効活用できる環境づくりを継続す

る。 

　８年度に新たに策定した町の教職員働き

方改革プランに基づき、引き続き教職員の

負担軽減を踏まえた環境整備に取り組む。 

　学力向上支援員、スクールカウンセラー

等のスタッフを配置し、引き続き教職員の
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第３節　青少年の健全育成 

　青少年は、様々な活動を通して連帯性・協調性・責任感を養い、良好な人間関係を育んでいきます。

青少年の健全育成にあたっては、友達や親子、地域住民など、様々な人との交流を通し、ともに成長し

ていくことが大切であるために、行事の活性化及びボランティアとして参加した中高生の主体性の向上

などを図ります。 

 教育活動推進に取り組む。
 ⑤安全・安心でおいしい給食を提供するこ

とにより児童・生徒の心身の健全な発達に

寄与した。 

アレルギー疾患対応指針により詳細献立

の作成・配付を行った。 

地産地消について、町内にある福祉施設

「カナン牧場」のパンを月２回提供した。 

⑤安全・安心でおいしい給食の提供に向け

た取組を継続する。 

一戸産の食材を給食に提供できるよう取

り組む。

 ⑥要保護、準要保護児童生徒就学援助費を

対象者72人に対し支給し、就学を援助した。 

また、奨学金については一戸町育英会奨

学生９名に対し合計 423 万円の貸付、田村

清蔵記念奨学基金奨学生６名に対し合計

108 万円の給付を実施した。 

　遠距離通学費補助を小中学生対象者90人

に対し支給し、経済的負担の軽減を図った。 

県大会以上の大会に出場する児童生徒の

交通費等の一部を補助し、大会での活躍を

支援した。

⑥経済的理由により就学が困難と認められ

る児童生徒の保護者、アレルギーにより完

全弁当対応となる保護者に対して必要な援

助を行う。 

　在学及び次年度新規奨学生に対し、就学

援助を継続する。 

　遠距離から通学する町内小中学校の児

童・生徒に対して、通学費を補助し、経済的

負担の軽減を図る。 

県大会以上の大会への児童生徒の出場に

対して、交通費、宿泊費、大会参加費等の一

部を補助する。
 ⑦「校長及び教員としての資質の向上に関

する指標」に基づいた教職員の各種研修を

定期的に実施したほか、校長会議において

は授業改善等に係る各種情報の伝達を行っ

た。研究活動に関しては、職能向上及び教育

振興に資するための研究・研修が円滑に行

われるよう、予算を組み奨励・支援を行っ

た。

⑦求められる教員としての資質・能力向上

のため、初任者研修や学力向上推進委員会

を開催するほか、授業改善等に係る情報を

適宜提供し指導力や児童生徒理解の向上を

図る。また、職能向上及び教育振興に資する

ための研究・研修が円滑に行われるよう、引

き続き奨励・支援を行う。

 ⑧いじめ事案や不登校等の対応にあたり、

家庭・地域・警察・福祉部局等の関係機関と

支援会議を開催し、各機関と情報を共有し、

児童生徒の実態把握と解決に向けた支援策

を重層的に講じた。 

スクールカウンセラー（ＳＣ）及びスクー

ルソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を積極的に

活用し、児童生徒一人ひとりの心理的・社会

的な背景に寄り添った対応を推進した。

⑧いじめ事案や不登校等に対しては、引き

続き関係機関と密に連携し、実態に応じた

迅速かつ具体的な解決支援策を講じる。 

不登校児童生徒への更なる対応策とし

て、新たに学び支援コーディネーターを配

置する。ＳＣ・ＳＳＷの積極的な活用を図

り、家庭・学校と協働しながら、児童及び保

護者への支援を充実させる。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
9

町等の主催事業への中高

生ボランティア参加者延
人

目標 30 33 36 40
 実績 59 25 18
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①　活動支援の人材養成 

　活動支援や地域活動に関わる人材の養成を図るために、研修会等を開催します。 

 

②　子ども行事の活性化 

　地域の連帯意識を育て、学年が異なる子どもが校外における様々な遊びを通じ、健やかに成長す

ることを目的に、子ども会あるいは子ども個人が参加しやすい行事のあり方を検討します。 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第４節　スポーツの推進 

　スポーツを通じて心身が健康で活力に満ちた町となり、また、町内外住民・団体の交流の機会とする

ために、総合運動公園など体育施設を積極的に活用した、障がいの有無にかかわらない誰もが気軽に参

加できる教室や大会等の開催や、交流事業の創出を図り、そして将来にわたりスポーツ種目が維持され

るように、指導者の育成を行います。 

 

①　スポーツ団体の育成及び指導者の確保 

　各種スポーツにおける団体の維持と競技力の向上、また、指導者確保や育成を図るために、各種

研修会等への参加を支援しながら、若年層の競技継続を促します。また、競技力向上に関しては、

遠征ほか日常のトレーニングに対する支援を検討し、スポーツ推進によるまちづくりを目指します。 

町技であるなぎなた競技についても、継続して活動を支援していきます。 

 べ人数 評価 Ａ Ｃ Ｄ

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 各課からボランティアの募集を取りまとめ、生徒総会の時間を活用して全

校生徒に周知することができたが、イベント自体の中止もあり参加人数は伸

び悩んだ。 

子ども行事では、熊出没情報や参加者不足により余儀なく中止したものも

あったが、内容を見直したイベントでは好評を得ることができた。
 実績 取組方針
 ①ボランティアの参加申込みはあったもの

の、イベントの開催を断念した事業が複数

あり、参加人数を増やすことができなかっ

た。

②県立北桜高校と連携し、ジュニアリーダ

ー研修会で学んだことを発揮できるよう、

引き続き周知を行う。

 ②ドッジボール大会では参加人数が減少し

たため、ボッチャの体験会も同時開催した

ところ、満足度の高いイベントとすること

ができた。

②例年開催しているイベントの内容及び時

期を再検討し、子ども行事の活性化を図る。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
10 体育協会種目別協会数 団体

目標 20 20 20 20
 実績 20 20 20
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

11 スポーツ少年団団体数 団体

目標 ９ ９ ９ ９
 実績 ９ ９ 11
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

12
教委主催大会参加延べ人

数
人

目標 2,000 2,500 2,500 2,500
 実績 1,449 1,606 1,687
 評価 Ｃ Ｃ Ｃ
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②　スポーツ・レクリエーション実践活動の促進 

　それぞれの志向・レベルに合わせた体力づくりによる町民の健康増進を図るために、総合型地域

スポーツクラブの活動や、町等が主催する各種大会や教室・講習会・行事などへの参加を促進しま

す。 

また、障がいを持った方も参加し易い大会や教室を開催していきます。 

 

③　スポーツ交流の推進 

　スポーツにおける町ブランドの確立を目指すために、スポーツを通じた町内外との交流活動の推

進と、総合運動公園や武道場への大学高校等の合宿誘致により、地元競技団体との交流と競技力向

上を図ります。 

 

④　スポーツ施設の整備 

　総合運動公園や武道場など体育施設の適切な維持管理を進め、競技技術の向上に寄与する環境づ

くりを行います。 
【評価及び今後の取組方針】 

 

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 スポーツ団体の育成については、各種補助等による支援を継続したこと

で、団体数を維持できた。 

町民のスポーツ機会創出のため、総合スポーツ大会の種目や参加資格の見

直しを行ったほか、新たな取組として、気軽にできるニュースポーツの体験

交流会や体験教室を開催したが、目標とする参加人数には至らなかった。 

総合運動公園屋内ゲートボール場の改修を行うなど、スポーツ施設の適切

な維持管理により施設利用者の満足度向上、競技力向上に寄与するための環

境整備に努めた。
 実績 取組方針
 ①各種スポーツ団体の運営費や大会参加に

係る経費の補助を継続し、団体数を維持し

た。地域スポーツの指導者であるスポーツ

推進委員やスポーツ少年団、体育協会を対

象とした指導者研修会を開催した。

①各種スポーツ団体への支援を継続し競技

力の向上を図る。指導者育成については、中

学校部活動の地域展開を踏まえ、関係団体

と連携し研修会等を実施する。

 ②総合スポーツ大会の種目や参加資格の見

直しを行ったほか、新たな取組として、気軽

にできるニュースポーツの体験交流会や体

験教室を開催した。障がい者スポーツの促

進については、関係機関と連携し、障がいが

ある人とスポーツ推進委員との交流事業を

継続し開催した。

②７年度の新規事業については、反省点の

改善を行い継続実施するとともに、気軽に

楽しくできるニュースポーツの普及のた

め、小中学生を対象とした大会を開催する。

障がい者のスポーツ交流事業についても継

続実施する。

 ③７年度も岩手県主催の合宿相談会に出

展。合宿の受入れについては、奥中山高原㈱

において、ホッケー日本代表の宿泊地とな

るなど一定の実績はあるものの、県主催相

談会での新規団体確保には至らなかった。

③宿泊施設の少なさから合宿誘致に不利な

状況ではあるが、相談会への参加を継続し、

総合運動公園をはじめとするスポーツ施設

の魅力を発信することで新規団体の確保に

努める。
 ④総合運動公園屋内ゲートボール場の改修

を行った。（屋根、内壁、防球ネット等の改

修）。

④８年度は、一戸地区センター体育館の改

修を行う。その他スポーツ施設についても

安全に利用できるよう適切な維持管理、改

修を行い施設の長寿命化を図る。
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第５節　一戸（北桜）高校支援の充実 

　一戸高校、そして統合後の北桜高校が二戸学区の多くの中学生に選ばれ、そして在学する生徒が充実

した学校生活を送り、希望する進路を実現できるように、高校の魅力づくりとしてこれまで行ってきた

各種支援制度を検証し、統合後の支援のあり方について、工業学科校舎が設置される二戸市との連携を

踏まえ検討するとともに、企業・高校・行政連携に基づく教育体制を整えます。 

※１　６年度以降は、北桜高校の入学者数 

 

①　特色ある活動に対する支援 

　なぎなたをはじめ優秀な成績を収めた部活動への支援や、華一など生徒の自主的な活動のほか、

国際交流派遣研修や先進地福祉施策研修など教育振興に係る取組を支援し、また、小中学校で行わ

れる地域学習等の継続を促しながら、総合学科の魅力づくりに繋げます。 

 

②　支援体制の充実 

　生徒の多様な進路が実現され、特にも地元就職を希望する生徒に対しては、地元企業の紹介や実

践的な学習の場の提供など、企業・高校・行政の連携による支援を行います。 

【評価及び今後の取組方針】 

 

 

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
13 入学者数※１ 人

目標 80 140 140 140
 実績 66 97 124
 評価 Ｂ Ｃ Ｂ

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 県立北桜高校の魅力を管内中学生に分かりやすく伝える学校紹介パンフ

レット作成に対し補助し、学校説明会で活用するなど入学者の確保に努め

た。また岩手県立北桜高校地域産業教育連携協議会（北桜高校ＣＴＡ）を通

じた支援、若者地域活性化アクション支援事業の一環による伴走支援などに

より魅力ある学校づくりへの支援に努めた。
 実績 取組方針
 ①北桜高校の魅力を中学生に分かりやすく

紹介するパンフレット作成に要する費用を

補助し、主に二戸管内の中学生への周知を

支援した。 

　若者地域活性化アクション支援事業の一

環として「総合的な探求の時間」において伴

走支援を行い、教師・生徒・地元をつなぎ生

徒がやりたいことを見つけ、実践する一連

の過程をサポートした。

①生徒が地域で活躍する場づくりを進め地

元に愛される学校づくりにより、中学生に

選ばれるよう情報発信を支援する。 

　生徒が地域の魅力や課題を発見し、魅力

発信、課題解決できるようサポートを行う。

 ②北桜高校ＣＴＡを通じて、企業個別説明

会及び就職支援事業（パネルディスカッシ

ョン）を行い、学校と地域の事業者との連携

強化、将来の地域内就業へのＰＲを行った。 

また、資格検定等取得費用への助成を行い、

就学奨励、人材育成を支援した。

②県立北桜高校と二戸地域の事業者及び産

業との連携を密にし、学校における教育に

対する支援その他の事業を行う。入学者数

維持及び生徒の多様な進路実現のため、補

助を継続する。
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第２章　人が集まり地域が活力にあふれるまちづくり 

　移住・定住や地域資源を活用した交流の拡大、自治会等の行事や地域活動の活性化などに取り組み、

人が集まり地域が活力にあふれるまちづくりを進めます。 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第１節　町民主役のまちづくりの推進 

　それぞれ町内会等自治組織の個性を尊重し、人が集まり自立的な活動にあふれる持続可能な地域コミ

ュニティを育成するために、多様な価値観と総意に基づく地域づくりを積極的に支援します。 

 

 

①　コミュニティ活動の促進支援 

⑴ 　身近な生活環境の改善に自主的に取り組む町内会等自治組織を支援するために、地域担当職

員制度を継続し、地域で運用決定できる予算の配分を含めた支援活動の充実を図ります。 

⑵ 　活動の活発化を促し、継続されるように、地域づくり支援事業などコミュニティ活動の支援

 ７年度 評価
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 Ａ評価項目２、Ｂ評価項目１となり、全体でＡ（順調）と評価する。第１

節（町民主役のまちづくりの推進）では、地域担当職員制度による地域の相

談や要望に対応するなど、地域協力体制を継続しつつ、制度周知の強化を図

り事業の活用がより増進された。また、廃校舎の活用を検討するワーキング

グループを立ち上げ、活動への伴走支援を通じ地域住民による主体的な議論

が進んだ。 

　第２節（関係人口の創出と移住・定住の支援）では、関係人口創出に向け

た首都圏等での取組が継続された一方で、具体に移住へ誘導するためには不

可欠となる住宅環境の改善において、賃貸住宅の確保に繋がる支援策の周知

や、町中心部への宅地建築を誘導するための基本的な考えが整えられた。 

第３節（多様な活動の場の構築）では、国際交流やユネスコ活動を継続し

て支援し、地域の多様な人が活動できる場づくりを進めた。男女共同参画基

本計画の更新では、女性活躍推進計画を含めた計画とすることで、現状に沿

った計画策定ができた。また、「いわて男女共同参画サポーター」も新たに１

人が認定され、男女共同など理解を深める取組が進んだ。
 取組方針 自治公民館長・町内会長等連絡会議等を通じ、地域活動支援に関わる制度

のより活発な活用を促すとともに、団体や企業とより連携した取組を展開す

る。 

また、定住につながる取組を推進し、人口減少の抑制に努める。主に、都

市部でのＰＲや交流事業の充実、必要人材として採用する地域おこし協力隊

の定住促進、空き家バンクの周知と住環境の整備を図る。男女共同参画推進

計画の更新や女性活躍推進計画の検討を実施し、誰もが住みやすく、交流が

広がるまちづくりに取り組む。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
14

わたしたちの元気なまち

づくり事業活用件数
件

目標 70 72 74 76
 実績 68 77 77
 評価 Ｂ Ａ Ａ
 

15
地域担当職員予算の活用

団体数
団体

目標 52 54 56 58
 実績 53 52 57
 評価 Ａ Ｂ Ａ
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制度により支援します。 

⑶ 　コミュニティ活動に係る新たな視点に基づく支援を進めるために、集落支援員制度を導入す

るほか、町出先機関の強化など、地域により近い活動拠点づくりを進めます。 

⑷ 　コミュニティ活動への支援と同時に、当該活動が継続されるように、地域リーダーの育成に

も焦点を当て、地域と連携し取り組みます。 

 

②　まちづくり意識の高揚と実践活動の促進 

⑴ 　地域や集落の自立を目的に、自主的に活動する団体に対し、町補助制度ほか各種制度をもっ

て支援します。 

⑵ 　地域で計画、実施された取組のうち、先駆的で優良事例となるものを町全域へ波及させるた

めに、活動事例を紹介します。 

⑶ 　地域と町とが各般にわたる情報の交換を行うために、あるいは地域課題を把握し地域活動プ

ランの策定に繋げるために、地域の座談会を開催します。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第２節　関係人口の創出と移住・定住の支援 

　風土や環境、歴史などに育まれた当町の暮らしやすさに共感する人たちが、当町との多様な関わりや

移住の地として検討ができるよう、興味やライフステージに応じた繋がりのある推進体制を整備します。 

※１　岩手県内全市町村で実施している、転入届手続者を対象としたアンケート調査 

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 自治組織代表者への情報提供機会を継続し、支援制度の周知強化を図った

ことにより、元気なまちづくり事業、地域担当職員制度ともに数値目標を達

成した。
 実績 取組方針
 ①各地域において主体的なまちづくり活動

が展開され、元気なまちづくり事業の活用

団体数が前年水準を維持するとともに、地

域担当職員予算の活用団体数は前年を上回

るなど、地域主導の取り組みが活発化した。

６年度に行った自治公民館長・町内会長等

連絡会議を継続開催し、協働推進体制の強

化が図られるとともに、地域の代表に町か

らの情報を共有することができた。年度末

に支援制度の改正を行い、自治組織への支

援を強化した。

①ハード、ソフト両面で地域やコミュニテ

ィの活動を支援できるよう事業を継続しな

がら、新たな地域課題にも対応できるよう

支援体制の強化を図る。

 ②旧鳥海小学校校舎の活用検討をテーマに

ワーキングループを立ち上げ、各グループ

の活動支援を行った。

②地域だけでなく、関係団体や民間企業な

ども含めた協働体制の構築を模索し、多様

な主体によるまちづくりの実現を目指す。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
16

窓口アンケート※１で把

握した移住者数
人

目標 120 130 140 150
 実績 223 241 194
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

17 関係人口登録者数 人

目標 ― 50 75 100
 実績 ― ― ―
 評価 ― ― ―
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①　関係人口の創出 

⑴ 　当町と継続的な関わりを持ち続けたい町外在住者向けに、定期的な情報発信、町内資源の紹

介・体験するプログラムや町民と交流する機会を提供する、関係人口登録制度を整備します。 

⑵ 　町への関わりしろを創出するため、関係人口登録者の町に対する思いやスキルと町内の諸課

題解決をマッチングする仕組みを構築します。 

⑶ 　町民が当町の魅力を再認識するきっかけとなるような、関係人口登録者との交流の機会を設

けます。 

 

②　移住希望者への支援 

⑴ 　移住希望者が望む仕事や住居などの情報を容易に収集できるように、ホームページの充実を

図るほか、関連サイトの積極的活用など効果的な情報発信を検討します。 

⑵ 　移住希望者が当町を訪れる機会を増やすために、移住体験住宅や一戸夢ファームなどの町内

資源を活用した支援制度の整備を進めます。 

⑶ 　継続した支援や、多様なニーズに対応できるよう、行政や町民、企業、関係団体等が連携す

る協議の場を設定します。 

 

③　定住に向けた支援 

⑴ 　移住者が必要に応じて気軽に相談できる体制を整備します。 

⑵ 　町内の住宅情報を可視化するため、不動産事業者や建築事業者などと連携した空き家バンク

を整備します。 

⑶ 　鉄道を利用した通勤や、テレワークなどによる一戸町らしいライフスタイルを実現するため、

必要な支援や設備を整備します。 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第３節　多様な活動の場の構築 

　これまで培われてきた町特有の共生社会（異文化、多世代、障がいなど）のさらなる展開と、多様性

を身近に感じ受け入れる雰囲気づくり、若者・女性の活躍を地域で支援する町の実現のために、地域住

民の理解拡大と交流機会を創出し、支援します。 

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 首都圏で開催される各種イベントに積極的に参加し、移住希望者に対して

情報発信を行うことにより関係人口の拡大及び移住者の獲得に努めた。そし

て移住を現実のものとするための住居の確保について、５年度に制度化され

た空き家バンクの成約数も増加傾向にあり、当町の課題解決策の一つとなり

つつある。
 実績 取組方針
 ①連携都市である横浜市の物産展等に出展

し、関係人口の拡大に向けたＰＲ活動を行

うとともに、首都圏で開催される各種移住

イベントに積極的に参加し、移住希望者と

のマッチングを図ることができた。

①今後も首都圏で開催される各種イベント

に積極的に参加し、当町のＰＲ及び交流事

業の創出を図る。

 ②空き家バンクへの登録件数及び成約件数

が徐々に増加し、移住希望者により広い選

択肢を提供することができた。

②制度の更なる周知を行い利用促進を図る

ことにより、より選択肢が広く質の良い住

宅情報を提供する。
 ③都市計画マスタープラン及び立地適正化

計画に基づき居住誘導区域が設定され、定

住者増に向けた新たな方針が検討された。

③居住誘導区域への具体の誘導策を検討す

る。
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①　異文化理解の推進 

　外国人移住者あるいは実習生等との交流から生まれる異文化理解を一層進めるために、国際交流

協会など各種団体の活動支援を行います。 

 

②　多様な活動の場の推進 

⑴ 　多様性の尊重とともに、男女共同参画の意識づくりや、男女又は社会的、文化的に形成され

た多様な性別のあり方についても考慮しながら、一人ひとりが健康で充実した生活を送ること

ができるように、幼少期からの教育の実施、町民への啓発活動、そして女性団体などへの活動

支援を行います。 

⑵ 　多様な意見をまちづくりに反映させるために、各種審議会や委員会などへの女性の積極的な

登用を行います。 
 
【評価及び今後の取組方針】 

 

 

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
18 国際交流イベント開催数 回

目標 ２ ２ ２ ２
 実績 ３ ３ ２
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

19
男女共同参画サポーター

養成講座受講者累計
人

目標 30 31 33 35
 実績 30 34 35
 評価 Ａ Ａ Ａ

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 町国際交流協会や町ユネスコ協会などへの活動支援を行い、住民主体の共

生社会実現を目指した。また、男女共同参画基本計画策定委員会を立ち上げ、

男女共同参画基本計画を更新し、推進体制が構築された。
 実績 取組方針
 ①国際交流協会が主催する日本語現地研修

や旧正月を祝う会の開催を支援し、外国人

との交流を通じて異文化に触れる機会を提

供した。

①国際交流協会などの各種団体と連携し、

交流事業の開催などにより共生社会実現に

向けた異文化理解の推進や特定技能所属機

関との連携に努める。
 ②新たに「いわて男女共同参画サポーター」

として女性１人が認定された。 

男女共同参画基本計画の更新を行うとと

もに、女性活躍推進計画を含めるなど現状

に沿った計画を策定することができた。

②サポーター養成講座の受講促進を幅広い

世代に対して行うとともに、男女共同参画

サポーター間の交流の機会を設け、意見交

換や意識づくりを行う。
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第３章　産業の振興と仕事の創出を図るまちづくり 

　農林畜産業、商工業や観光業等の各分野で、後継者の育成、商品の磨き上げや販路拡大などに取り組

み、産業の振興と仕事を創出するまちづくりを進めます。 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第１節　農業の振興 

　自然豊かな環境を強みとし、これまで町を支えてきた農業を将来にわたって継続し発展するためには、

次世代を担う就農者の確保・育成と、生業としての農業の魅力を高めることが不可欠です。 

そのため、農業生産基盤の整備や農作物の価値向上による安定した営農形態を確立するための幅広い

支援を行います。また、次世代への農業継承や新規に就農しやすい環境づくりを積極的に行います。 

 

 ７年度 評価
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 　Ｂ評価項目４、Ｃ評価項目１となり、全体でＢ（おおむね順調）と評価す

る。 

　第１節（農業の振興）では、国の交付金を活用した資材等高騰に対する支

援策を講じた。有害鳥獣被害対策については、地域おこし協力隊員との連携

により、有害鳥獣の捕獲・駆除活動等に取り組んだ。さらに、危険鳥獣市街

地出没時対応マニュアルの策定により、緊急時における関係機関との連絡体

制の強化を図ることができた。 

　第２節（林業の振興）では、県が定める松くい虫被害の指定基準を当町の

一部地域が超えたことに伴い、林業事業体や森林所有者に対する説明会を実

施し、被害の拡大防止に向けた周知徹底に取り組んだ。 

　第３節（商工業の振興）では、町内企業の人材確保に加えて若者の定住促

進等の人口減少対策を図ることを目的とした町独自の奨学金返還支援制度

を創設した。 

　第４節（観光・レクリエーション業の振興）では、町全体の観光客数が目

標値を大きく下回る結果となった。今後においては、当町の魅力発信を強化

するため、観光地域づくりの司令塔として発足した「いちのへ観光公社」と

連携しながら、様々な事業を展開する。 

　第５節（地場産品の振興）では、補助金申請件数は目標を達成することが

できなかったものの、問合せ件数は増加傾向にあることから、新商品の開発

に関心のある方を伴走支援することで補助金の活用につなげる。
 取組方針 中東情勢の不安定化などによる原油・資材価格の高騰が地域経済へ影響を

及ぼす中、農業者や町内事業者への支援を継続し、経営の安定化に努める。

併せて、地域資源を活かした商品開発や販路拡大、観光振興を通じた持続可

能な産業の振興に取り組む。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
20 野菜出荷量※１ t

目標 8,737 8,824 8,912 9,001
 実績 7,439 7,401 7,547
 評価 Ｂ Ｂ Ｂ
 

21 生乳生産量※１ t

目標 21,900 22,000 22,000 22,100
 実績 23,509 23,598 23,559
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

22
基盤整備事業実施面積 

※２
ha

目標 10.65 2.35 3.50 3.50
 実績 　　7.94 3.27 0.00
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※１　新岩手農業協同組合調べ 

※２　農地の区画整理や暗渠排水工等を行う事業で整備面積によって 10ha 未満のもの 

 

①　次代の農業を担う経営体の育成 

⑴ 　農作業の受委託や担い手への農地集積と集約化を加速させるために、農業委員会や農地中間

管理機構などの関係機関と連携を図り、意欲的な農家がより積極的な営農に取り組めるよう支

援します。 

⑵ 　人口減少や高齢化による担い手不足の解消を図るために、集落営農や法人化への移行を目指

し、その研究及び合意形成を進め、農業経営体組織（法人）を育成します。また、経営体の人

材確保の観点から、若者、他産業を退職したシニア世代等多様な人材の確保について調査研究

を進めます。さらに、農地等の資源が次世代の担い手に利用されるよう、親子間・親族間を含

め地域内での経営継承を促進します。 

⑶ 　収益性の高い品目の生産や規模拡大、６次産業化等にチャレンジするなど、意欲ある農業者

等の取組を支援します。 

⑷ 　異常気象等による農作物被害を受けた農業者の経営安定と営農継続を支援するため、収入保

険等への加入促進を図ります。 

 

②　農業担い手などの確保・育成 

⑴ 　就農希望者の発掘や地域農業の担い手育成のために、株式会社一戸夢ファームや関係機関と

の連携による研修・交流機会の拡充や相談・指導体制を強化します。また、夢ファームの研究

機能を生かし、新技術、新品目、新品種の開発成果を地域農業に還元し、その普及に努めます。 

⑵ 　夢ファーム卒業生や新規就農者の安定生産のために、各農協部会等との交流を深め、関係機

関との連携強化による指導受入体制の充実を図ります。 

 

③　安全安心農畜産物の生産推進 

各作目の生産の安定、生産性の向上、及び安全安心農畜産物の生産を推進するために、関係機関

との連携による農業技術指導や支援体制を強化します。 

また、販路拡大のため、ＧＡＰ（農業生産工程管理）認証の取得を推進します。 

 

④　主要作目の生産振興 

⑴ 　水稲については、需要に応じた米づくりと転作を両輪として一体的に進めるために、主食用

米に代わる転作作物として飼料用米や稲発酵粗飼料の生産拡大を支援します。 

⑵ 　野菜については、生産環境の向上を促進するために、生産管理用機械・生産施設の整備を支

援します。また、環境制御技術やＩＣＴ活用によるスマート農業など、新技術の導入、普及に

より、効率化、省力化を図ります。 

⑶ 　果樹については、さらなる産地化を図るために、サクランボ「夏恋」やリンゴ「冬恋」など、

そのブランド力の高さを生かした安定出荷に努めます。また、所得向上や後継者確保のために、

観光農園への展開を希望する個人あるいは法人等農家に対する支援を行います。 

⑷ 　花きについては、積極的に産地拡大を図るために、転作田を活用したりんどうを重点的に推

進します。また、町独自ブランドの「御所野ヴェール」と「縄文の舞」の品種登録と生産販売

の支援を行います。 

 

⑤　有害鳥獣被害の対策 

有害鳥獣による農作物被害を最小限に食い止めるために、一戸町鳥獣被害防止対策協議会が行う

捕獲等の活動を支援するとともに、電気柵等の設置補助を行います。 

また、危険鳥獣による人身被害等を防ぐために、ツキノワグマ等の出没情報は町内放送等により

速やかに周知します。 

 

 評価 Ｃ Ａ Ｄ
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⑥　畜産の振興 

⑴ 　酪農については酪農生産地を維持しさらに発展させるために、次の取組を推進し、安定的な

生乳生産を行います。 

ア 雌雄判別精液の利用等により安定的な後継乳用牛の確保を行います。 

イ 牛群検定事業により地域内の牛群整備と高品質な生乳生産を行います。 

ウ 　草地等飼料基盤の拡大や飼料生産機械の導入、コントラクターやＴＭＲセンターの活用、

町営高森牧野で生産される乾草利用などにより、飼料コストの削減と飼料自給率の向上を図

ります。 

エ 乳用牛の哺育育成に係る飼養労力の軽減のため、町営宇別牧野への預託利用を推進します。 

オ 　奥中山高原農協乳業株式会社においては、多様な消費者ニーズにも対応した安全で安心な

乳製品生産に努めます。また、経営状況等に注視しながら、必要な対策の検討や支援等を行

います。 

⑵ 　肉用牛については、安定した出荷頭数を維持するために、計画的で積極的な繁殖牛の更新と

優良後継牛の保留により安定的な子牛出荷に努めます。また、地域内での一貫生産による「い

わて牛」、「奥中山高原牛」ブランドの確立を目指します。 

⑶ 　ブロイラーについては、出荷羽数の拡大するために、周辺環境や住民、他品目の農家等との

合意形成と高病原性鳥インフルエンザの防疫対策のもとに施設整備等が進められるよう支援

します。 

 

⑦　農業生産基盤の整備 

⑴ 　農業生産性の向上と労力の軽減を図るために、農地と用排水施設の整備を計画的に進めます。

また、新たな地区でのほ場整備事業の認可を目指し、地域住民との合意形成を図りながら調査

計画事業を進めます。 

⑵ 　町が管理する農道橋について、橋梁保全対策計画に基づき、施設の長寿命化対策を計画的に

進めます。 

⑶ 　農村の保全・維持体制を支援するため、農業者・地域住民を含めた組織が行う農地等の維持・

保全活動と、水路・農道等の長寿命化を図る補修・更新への取組に対し支援を行います。 

⑷ 　土地改良事業により造成した基幹水利施設（大志田ダム・大志田揚水機場）の維持管理等に

ついて、計画に基づき、適正に行います。 

 

【評価及び今後の取組方針】 
 ７年度 総括

評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 将来に向けた持続可能な地域農業の実現に向けて、地域座談会を通じて

「地域計画」のブラッシュアップを行うとともに、担い手の規模拡大に向け

た機械導入支援や、生産性向上等のための基盤整備事業、農地集積等を進め

た。 

畜産分野においては、牛群改良を加速させて生産性等を向上させる取組を

支援するとともに、町営牧野の利用拡大により労力等の軽減を図る取組を継

続した。 

有害鳥獣被害対策については、農作物被害への対策を強化するとともに、

市街地での出没時における対応体制を整備した。 

また、長期化する資材、燃料、飼料等の価格高騰が営農継続に深刻な影響

を与えていることから、物価高騰対策として緊急支援事業を実施した。 

農業出荷量等の実績については、初夏期の水不足等による一部品目の減収

はあったものの、野菜出荷量は前年比 102％、生乳生産量は前年比 99.8％と

なり、農家数が減少する中においても、出荷量等を維持することができた。 
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 一方で、町が実施する基盤整備事業については、受益面積 4.37ha の湧水

処理工事に着手し、次年度の営農開始前までの完了を予定しているものの、

本年度内の実績には繋がらなかった。 

今後は、引き続き地域計画の実践とブラッシュアップを行いながら、資材

高騰対策、品目ごとの課題解決、生産性向上や規模拡大のための事業を推進

し、持続可能な地域農業と重点品目等の産地の維持を目指していく。
 実績 取組方針
 ①各地域での座談会を通じて地域計画のブ

ラッシュアップを行った（町内８地区）。 

農地中間管理事業については、売買１件、

1.9ha、貸借・借換による更新 33 件、56.9ha

の農地が集積され、農地の有効利用が図ら

れた。 

収益性の高い品目の生産や規模拡大につ

いては、いわて農業生産強化ビジョン・地域

農業計画実践支援事業により５つの事業主

体が機械・施設導入を実施し、生産性の向上

や規模拡大を図った。 

　収入保険の加入促進については、補助金

の対象期間を拡充し、56 件の農家が保険加

入した。

①地域計画のブラッシュアップを行うとと

もに、各地域での説明会や研修などの機会

を通じて、農地集積や機械・施設導入の要望

を把握し、確実な計画実現に向けて農地集

積、生産性の向上や規模拡大の取組を支援

するほか、生産部会等が実施する気候変動

対策、環境負荷低減、販売促進、地域計画の

実現などの取組を農業チャレンジ事業費補

助金により支援していく。 

生産コスト増大による影響を受けている

経営体を支援するため、国の交付金を活用

し、物価高騰対策事業を実施する。 

令和８年度において、冬季特産野菜の生

産振興補助金を創設し、生産拡大を図る。 

収入保険については、農業共済組合と連

携を図り、農業者に対する加入促進を継続

する。
 ②農業担い手の確保と育成のため、新農業

人フェアへの参加など一戸夢ファームの研

修生の募集活動を行い、２年制研修生１人

が入校した。 

　また、短期研修７人や小グループの定期

的な勉強会、高校生及び大学生インターン

の受入れを行った。 
開発・研究として、山菜の機能性品種、り

んどう及びヒペリカムの品種開発、アスパ

ラガスの連作障害抑制実証を行った。

②一戸夢ファームにおける研修生の確保に

向け、リモートによる入校相談や新農業人

フェアへの参加等を積極的に実施する。 

また、研修事業のほか、開発・研究や体

験・見学を事業の柱として、研究成果を地域

農業に還元する取組や、町民、町内小中高

生、県外大学生の体験・見学受入などに取り

組む。 

新規就農者等の育成については、関係機

関との連携による支援や指導を継続するほ

か、国・県の支援制度に加えて、町の支援制

度により新規就農者等の経営確立を支援し

ていく。
 ③園芸作物について、農協の各生産部会と

連携した農業技術指導会・研修会や現地巡

回により、生産技術の普及・向上が図られ

た。 

また、ＧＧＡＰ認証継続支援事業を実施

し、11 人の農業生産者に対し、安全で持続

可能な農業を実践できるよう支援を行っ

た。

③指導会・研修会等を引き続き実施し、園芸

作物の品質向上に努め、生産拡大及び単収

向上を支援する。また、ＧＧＡＰ認証継続を

支援するとともに、新たな取得の促進を図

る。

 ④水稲については、需要に応じた米づくり

を実施し、作付は国の生産目安の 213ha を

上回る 216ha となった。 

園芸品目については、いわて農業生産強

④水稲については、国の方針に応じて農業

再生協議会と連携を図りながら、需要に応

じた米づくりを推進する。 

園芸品目については、県単事業のいわて
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 化ビジョン・地域計画実現支援事業により、

トマト、りんどう、レタス、葉たばこの生産

設備・機械などの導入を支援した（５事業主

体 10 件）。 

りんどうについては、新植に伴う未収益

期間の管理経費負担軽減の支援（11 経営

体、13,400 ㎡）を実施した。また、町オリ

ジナルりんどう２種類の品種登録が完了し

た。

農業生産強化ビジョン・地域計画実現支援

事業による機械導入等を支援するととも

に、町単事業による支援も継続し、農家の生

産性向上の取組を支援しながら産地の維持

を図る。 

りんどうについては、今後も新植等に伴

う未収益期間の管理経費負担軽減の支援、

オリジナル品種の活用に向けた商標登録手

続を行う。
 ⑤鳥獣被害及び目撃情報は６年度に比べ約

４倍と激増した（クマ目撃 100 件、被害 11

件、イノシシ目撃 14 件、被害７件等）。市街

地での出没に備え、新たに「一戸町危険鳥獣

市街地出没時対応マニュアル」を策定し、緊

急時の体制を整えた。 

また、被害防止のため、「一戸町鳥獣被害

防止対策協議会」が中心となり有害鳥獣捕

獲を実施するとともに、電気柵等の設置（14

件、1,001 千円の補助）、鳥獣緩衝帯の整備

（１件、165 千円の補助）や狩猟免許等の取

得に対する補助（１件、16 千円の補助）、鳥

獣緩衝帯整備ワークショップの開催やホー

ムページ等での注意喚起を行った。

⑤引き続き「一戸町鳥獣被害防止対策協議

会」が中心となり有害鳥獣捕獲を実施する

とともに、電気柵等の設置、鳥獣緩衝帯の整

備や狩猟免許等の取得に対する補助金の拡

充、研修会やホームページ等での注意喚起、

相談対応の体制強化を図る。 

　緊急銃猟の体制整備については、関係機

関等との連携強化のための勉強会の実施

や、国交付金の活用による備品整備を行う。 

 ⑥生産性の高い酪農経営を支援するため、

乳用牛の飼養農家に対してゲノム育種価改

良事業（７酪農家 376 頭）を実施した。 

肉用牛の飼養農家に対しては、畜産経営

の安定化と奥中山高原ブランドの確立を図

ることを目的に優良基礎牛保留対策事業

（48 件 1,593 千円）を実施した。 

こうした取組のほか、地域農業計画実践

支援事業（作業進捗管理システムの導入１

件）などの各種補助事業を実施し、畜産振興

の取組を推進した。 

また、町営牧野の経営健全化に向けて財

務状況の確認等を継続するとともに、維持

管理計画に基づき、関連施設の改修工事を

実施した。 

高森牧野においては乾草収量増に向けた

適期刈取と草地更新を実施したが、少雨の

影響等により乾草収量が 1,174 本（前年度

比 204 本の減）となった。 

また、利用者の拡大に向けた取組の一つ

として預託料を前年度比 40％減額する支援

を行い、乳用牛・肉用牛ともに預託頭数が増

加した。（延べ頭数17,058頭（前年から2,793

頭の増）） 

宇別牧野においては、引き続き利用者の

拡大に向けた周知に努め、新たに利用者が

⑥今後も、畜産農家の経営安定のため、ゲノ

ム育種価改良事業や優良基礎牛保留対策事

業、地域農業計画実践支援事業等により、優

良後継牛による牛群能力の底上げや、生産

性の高い畜産経営を支援する。 

また、町営牧野については、引き続き施設

の長寿命化を図るため、維持管理計画に基

づく改修の実施に努めるとともに、指定管

理者による適切な給餌の実施や関連施設の

維持管理を推進しながら経費の節減に向け

た取組を行う。 

加えて、町営牧野（高森）においては、牛

飼養農家の負担軽減等を目的に、引き続き

預託料を低水準に設定し、利用者の拡大を

図る。 

また、町営牧野（宇別）においては、引き

続き機会を捉えて利用者の拡大に向けた周

知に努め、今後も産地の維持や農家の規模

拡大を支援する。 

奥中山高原農協乳業株式会社について

も、引き続き経営状況等を注視しながら、必

要な対策の検討や支援等を行い、地域の酪

農基盤の維持・発展に向けた取組を継続す

る。
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第２節　林業の振興 

　町の林業振興には、総面積の 74％を占める豊かな森林資源を有効に活用し、健全な林業経営の確立と

多面的な森林環境機能を維持管理することが必要です。しかし、昨今の林業を取り巻く環境は大きく変

貌を遂げており、小規模な森林所有者にとって資源価値の判断がつきにくい状況となっています。 

そのため、新たな森林経営管理制度による森林の集約化推進と森林環境譲与税を活用しながら森林資

源の積極的な循環利用を目指した施策を展開します。 

※１　森林整備事業実績 
 
①　林業生産基盤の整備 

⑴ 　木材等林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給するために、適切な伐採や造林、保育等を

推進します。 

⑵ 　森林所有者の意向を踏まえた森林施業の共同化、集約化の取組を推進するため、森林経営計

画の作成を促進するとともに、新たな森林経営管理制度による森林所有者への意向調査の実施

と林業経営体等による施業の実施を支援します。 

⑶ 　伐採木の輸送効率を高めるだけでなく、高性能林業機械による低コストかつ集約的な林業を

可能とするために、林道及び作業路網の整備を推進します。 

 ２名増となった。 

　さらに、飼料高騰等に困窮する牛飼養農

家に対して支援金を給付し、経営の安定化

を図り、産地の維持に努めた（頭数当たり５

千円の給付、62 経営体 7,844 頭）。 

　奥中山高原農協乳業株式会社の経営は、

原材料価格等の上昇に伴う価格改定や低温

殺菌牛乳の休止、そしてジャージー牛乳の

販売終了などにより厳しい状況が続いた

が、売上確保と経費抑制に向けた取組を徹

底し、経常利益は前年を下回ったものの、計

画を上回る成果となった。
 ⑦ほ場整備事業については、新たに駒木地

区が採択されるとともに、姉帯地区の計画

調査を継続している。また、農業を継続でき

る環境を整えるため、１地区について畑地

の暗渠排水工事に着手した。 

農道橋については橋梁保全対策計画に基

づき、補修工事を進めた。 

農地等の維持・保全活動及び農業用施設

の長寿命化のため、24 集落 1,206ha 分に対

し、交付金を交付した。 

基幹水利施設の維持管理等について、引き

続き馬淵川沿岸土地改良区へ業務委託を行

った。

⑦ほ場整備については、駒木地区では測

量・設計業務と換地原案作成、姉帯地区では

土地利用調整組合の設立や経営体育成等促

進計画の作成など採択に向けた準備を地

域、関係機関と連携を図りながら進める。 

　また、工期延伸となった鳥海地区では換

地業務を進め、令和８年度の完了を目指す。 

そのほか、生産基盤整備として小規模農

地改良工事等や、農道橋の補修工事を進め

る。 

各集落による農地等の維持・保全活動、農

業用施設の長寿命化の取組を支援する。 

基幹水利施設の維持管理等については、継

続する。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
23 人工造林面積※１ ha

目標 40 40 50 50
 実績 34 37 18
 評価 Ｂ Ｂ Ｄ
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⑷ 　林地残材の流出や作業道等の崩壊による土砂流出を防止しながら森林資源の循環利用を進

めていくため、林地保全に配慮した森林施業と再造林等による確実な更新が図られるよう伐採

事業者、森林所有者等への伐採・搬出・再造林の一体的かつ計画的な実施の指導・普及を図り

ます。 

 

②　地元産材の利用 

　森林の保全と木材の利用の両立を推進するとともに、その効果に関する町民の理解を深めるため、

一戸町木材利用推進基本方針に基づき、各種施設での木材利用を推進します。 

 

③　木質バイオマスエネルギーとしての積極的な利用 

⑴ 　木質資源の多角的利用を推進するため、木質バイオマスを燃料とする暖房器具等の導入を支

援するとともに、木質バイオマスの利用拡大に努めます。また、木質バイオマス発電所の木材

確保を支援します。 

⑵ 　森林での放置残材や製材端材等の活用、地域や個人での木材販売によるエネルギー化の方法

等を関係機関等とともに検討します。 

 

④　森林病害虫等被害（松くい虫被害）の拡大防止 

健全な森林環境を維持・増進するため、森林病害虫等による被害の早期発見と早期駆除の徹底に

努めます。 

 

【評価及び今後の取組方針】 
 ７年度 総括

評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 林業生産基盤の整備及び木材利用促進のための施策として、森林整備事業

の活用を促したほか、森林経営管理制度に係る意向調査、集積計画の策定及

び間伐事業を実施し、所有者自らによる施業が困難な森林の整備を推進し

た。 

松くい虫被害については、早期発見・早期駆除を目標に被害木の全量駆除

に努めたが、被害の拡大抑制には至らず、次年度から新たに「被害地域」に

指定されることとなった。 

松くい虫被害対策に係る人工造林や、下刈り等の森林の保育に関する事業

実績は堅調であり、森林整備事業全体では令和６年度の実施面積を上回っ

た。しかし、人工造林面積については目標値の 36％にとどまり、前年度から

大きく減少した。 

今後は、森林整備事業による人工造林等の促進や、森林経営管理制度を通

じた民有林の適切な管理を進めるとともに、間伐材等の木質バイオマスエネ

ルギーとしての積極的な利用、松くい虫被害の拡大防止及び被害地域指定に

関する周知など、事業体や森林所有者の理解と協力を得ながら事業を推進し

ていく。
 実績 取組方針
 ①森林整備事業により、造林や保育作業、林

内作業道の整備が行われ、民有林の整備促

進が図られた（造林 18.73ha（内松くい虫対

策造林 6.02ha）、下刈 104.12ha、除間伐

10.02ha）。人工造林は減少したものの、事業

全体では増加傾向にある。 

森林施業の集約化に向け、１地区

（88.79ha）において意向調査を実施し、「経

営管理権集積計画」を策定した（計画対象森

①町の森林整備事業や森林経営管理制度の

取組を継続し、林業生産基盤の整備を進め

るため、町森林整備事業の活用促進、林道２

路線の整備を促進、森林経営管理制度によ

る意向調査や森林経営管理権集積計画の策

定を進め、経営管理を実施する森林を拡大

していく。 

森林経営計画については、計画に即した

施業が行われるよう確認・指導を行う。 
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第３節　商工業の振興 

持続可能な商業を推進するために、関係機関との連携を深め、来店者が楽しく買い物できるような小

売業の環境づくりを促進します。また、町内企業の持続的な経営環境を構築していくために、若者の町

内企業への理解を深めるとともに、企業の即戦力となるＵＩＪターン促進を図ります。 

 林面積 0.19ha、森林所有者１人）。また、間

伐事業を２件実施した（0.98ha）。 

林道整備については、２路線Ｌ＝417ｍを

整備した（継続）。

また、町有林の森林経営計画についても、

計画に沿った施業を進める。

 ②町有の各施設での木材利用は需要がな

く、地元産材の利用は進まなかったが、森林

経営計画により、町有林の立木（2403.97

㎥）及び間伐材（488.40 ㎥）を公売し、用

材としての利用や木質バイオマス発電用燃

料、町内施設等のチップボイラー用燃料と

しての利用を条件とした。

②木材利用促進基本方針に基づき、公共施

設等への地元産材の利用促進や利用方法の

検討を継続して進める。 

また、森林経営計画に沿った町有林の森

林整備を推進し、町産木材の有効利用を進

める。

 ③木質バイオマス発電所においては、木材

の年間使用量約 9.0 万ｔに対し約 8.5 万ｔ

の受入れとなった。また、木材確保のため、

二戸地域木材安定供給協議会において木材

の受入れ状況等の情報共有を図るととも

に、協議会による製材端材の継続納入のほ

か、広葉樹や林地残材チップの受入れを始

めた。 

薪ストーブ普及促進事業については、６

件の設置を助成し、木質バイオマスエネル

ギーの普及促進を図った。

③木質バイオマス発電所の木材確保に向け

て、協議会構成員の情報共有等による連携

強化を図る。また、町産木材や放置残材の利

活用と、地域や個人での木材販売等による

木質エネルギー利用に向けた取組を推進す

る。 

薪ストーブ普及促進事業について、対象

要件を拡大し、より広く普及するよう周知

していく。

 ④松くい虫被害の拡大防止を図るため、一

戸町松くい虫被害対策地区実施計画により

被害木を駆除した。 

駆除本数 160 本　駆除材積 289.46 ㎥（６

年度実績：駆除本数120本　駆除材積219.91

㎥）

④被害拡大の防止のため、町の森林整備事

業やいわて森林づくり県民税事業（アカマ

ツ林広葉樹林化）の活用による面的な駆

除・防除を林業事業体及び森林所有者に周

知しながら、引き続き早期発見と早期駆除

に努め、被害拡大防止を徹底する。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
24

経営改善等に係る相談件

数
件

目標 1,640 1,640 1,640 1,640

 実績 1,006 806 1.570

 評価 Ｂ Ｃ Ｂ

 

25
企業支援事業費補助金活

用件数
件

目標 ５ ５ ５ ５

 実績 ３ ２ ２

 評価 Ｂ Ｃ Ｄ

 

26 町民税課税額（現年） 百万円

目標 420 430 440 450

 実績 347 301 359

 評価 Ｂ Ｂ Ｂ

 

27

町が実施及び協力するＰ

Ｒイベントに参加した企

業数（延べ）

社

目標 ６ ６ ６ ６

 実績 10 13 24

 評価 Ａ Ａ Ａ
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①　魅力ある商店街づくり 

⑴ 　市日やまちなか交流館、萬代舘など残すべき中心商店街の特色を活かした賑わいづくりを促

進するために、各種イベントを開催します。 

⑵ 　賑わいのある商店街づくりを推進するために、御所野遺跡や道の駅を訪れる方々を誘導する

取組を行うとともに、情勢や消費者ニーズに対応した利便性向上による販売機会の拡充を図り

ます。 

⑶ 　商店街の機能を強化するために、商工会と連携し、空き店舗の活用などの研究を行います。 

 

②　地元購買力の向上と持続可能な商業の実現 

⑴ 　地元購買力の向上を促進するために、まちゼミを継続開催するほか地元商店利用促進の方策

についての研究を行い、消費者への訴求活動を展開します。 

⑵ 　次代を担う人材育成のために、商工会とともに後継者や新規創業希望者への相談体制を整え

るとともに、効果的な支援策について研究を進め、制度の創出を行います。 

⑶ 　今後、地域の商店が減少する中においても、地域内で生活必需品を手に入れられるような持

続可能な買い物支援に関する方策の調査研究を行います。 

 

③　町内企業の体質強化と企業立地満足度の向上 

⑴ 　企業の競争力強化と、他社との差別化を図るために、企業支援補助金の充実と情報提供及び

相談活動を行います。 

⑵ 　町内企業の立地満足度を向上させるために、既立地企業との関係性づくりを行い、新たな企

業立地に繋がる取組を行います。 

 

④　雇用対策の充実 

⑴ 　町内企業の求人に対して人材確保が困難となってきているため、企業ＰＲ事業を実施及び協

力します。 

⑵ 　企業認知度の向上と新卒者の地元就職を促進するため、町内の中学生や二戸管内の高校生及

び各種学校等の学生へ町内企業のＰＲを行います。 

⑶ 　ＵＩＪターン者に対する町内企業への就職の促進を図るために、企業の求人ニーズの把握と、

企業の魅力や情報を発信します。 

⑷ 　従業員の多様な働き方の実現のため、関係機関及び企業等が連携し情報を共有する機会を創

出します。 

⑸ 　起業を促進するために、町商工会と連携を図り相談体制を構築するとともに、支援に関する

情報を提供します。 

 

【評価及び今後の取組方針】 
 ７年度 総括

評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 物価高騰などの影響による厳しい経営環境が続く中、商工会等関係機関と

連携した伴走型支援を進めた結果、事業者の経営改善等に係る相談件数が前

年度実績を大きく上回る数値となった。事業継続や経営安定化に向けた支援

体制の充実が図られたものと評価する。 

　北桜高校ＣＴＡが主催する企業説明会への参加企業は24社まで増加した。

卒業後の地域への定着、進学や就職の後のＵターンにつながるよう、北桜高

校に対する支援を継続したい。
 実績 取組方針
 ①映画館「萬代舘」利活用事業の第 29 回カ

シオペア映画祭に 160 人を超える来場者が

あるなど、中心市街地に人を呼び込むこと

①観光客を中心市街地まで誘導する取組を

支援するとともに、商店街機能の更なる強

化のため、空き店舗活用の促進に向けた施
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第４節　観光・レクリエーション業の振興 

御所野遺跡や奥中山高原などの観光地への集客を促進するために、来訪者の満足度向上に取り組むと

ともに、観光体制の充実を図ります。 

 

①　「道の駅」の整備と運営組織の設立 

⑴ 　御所野遺跡や町来訪者をもてなすために、建設と運営を一連とした「道の駅」整備を進めま

す。また、「道の駅」は観光情報の発信、特産品の販売など、町の観光や産業の要となることか

ら、このマネージメントを行う組織についても併せて検討します。 

⑵ 　「道の駅」を観光の拠点に位置付け、町内外の周遊の造成と統一された観光案内板等の整備

を進めます。 

 

②　奥中山高原を核とした観光の充実 

⑴ 　奥中山高原において、年間を通じ観光・レクリエーションのサービスを提供するため、町、

奥中山高原株式会社及び隣接施設で連携し、ターゲットを明確にした旅行商品の開発やイベン

トを企画します。 

⑵ 　年間を通じた奥中山高原での宿泊を核とした観光サービスの提供に向け、魅力を広く発信す

るとともに、施設の運営に関しては、住民をはじめ町内関係者から奥中山高原のあり方に関す

る幅広い意見を聴取して施設の修繕や機能の拡充を図り、収支バランスの改善を目指します。 

 

③　観光体制の充実 

⑴ 　一戸町観光地域づくり戦略にのっとり、地域ブランドを確立するとともに、認知度を向上さ

せ、戦略に基づく観光体制の構築及び観光事業を実施します。 

 ができた。 策の研究を進める。
 ②地元購買力の向上を促進するため、まち

ゼミやいちのへ産業まつり等のイベントを

実施した。 

・まちゼミ（９店舗、受講者 50 人） 

・いちのへまるごとフードフェスタ 

　（出店者数 11店舗、入込客数約 2,768 人） 

・いちのへ産業まつり 

(出店者数 43 店舗、入込客数約 4,598 人）

②物価高騰の影響が長引く中、消費者に対

する地元商店街の利用促進に向けた取組の

ほか、町商工会が行う事業承継や新規創業

に係る相談体制維持のため、創業支援等事

業計画の認定に向けた取組を行う。 

 ③電気や動力費の削減が可能な設備への更

新を目的としたエネルギー価格高騰対策設

備等導入支援補助金を４社が活用し、コン

プレッサーやＬＥＤ照明の更新が行われ

た。

③電気料金など、エネルギー価格高騰の影

響を大きく受ける町内事業者に対し、事業

の継続と雇用を支えるため、省エネ設備等

の導入を促進する。

 ④北桜高校ＣＴＡで実施した、地元産業の

理解促進を目的とした就職支援事業では、

パネルディスカッションや個別企業説明会

に 24 社が参加し、北桜高校側は就職進学に

関わらず全生徒が参加した。さらに、進路先

で活用される資格の取得を支援した。

④県立北桜高校の生徒が地域企業の魅力や

仕事について理解し、地元企業を知ること

で地域産業の将来を担う人材育成に資する

ことを目指す。 

 
No.

年度 

項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 

28 町の観光客数 千人

目標 600 620 640 660

 実績 405 420 380

 評価 Ｃ Ｃ Ｄ
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⑵ 　「北海道・北東北の縄文遺跡群」構成市町及び県内世界遺産所在市町と新たな連携を進める

ために、観光分野での連携を強化し、観光コンテンツの充実を図ります。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第５節　地場産品の振興 

特色ある町の産業を育成するために、地域資源を活かした商品の開発を、多様な意見と各方面からの

協力を得ながら促進します。また、地場産品の販路拡大を図るため、広く町内外へ積極的に情報を発信

するとともに、他地域の情報収集によるマッチング等の機会を創出します。 

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 町の観光客数については、いわて子どもの森への来場者数の大幅減等の影

響により目標を達成できなかった。今後は岩手県や関係機関と連携を図りな

がら、奥中山高原など町内観光施設との周遊促進に取り組み、滞在時間の延

長と交流人口の拡大につなげる。 

道の駅整備については、事業用地取得のための移転補償鑑定業務、建築及

び土木の実施設計業務を着実に進めることができた。今後も国における事業

化に向けた協議を継続する。 

　クアオルト健康ウオーキングの正式コースとして、奥中山高原内に２つの

コースが認定されるなど、冬のスキー場事業だけに依存しない、自然環境を

活かした通年型観光の新たなコンテンツを確立することができた。 

　令和８年４月に、一般社団法人いちのへ観光公社を設立した。今後におい

ては、観光庁によるＤＭＯ登録を目指し、観光地域づくりの司令塔となる法

人としての土台づくりを進める。
 実績 取組方針
 ①道の駅実施設計に着手し、事業用地取得

に向け移転補償に係る鑑定評価を実施し

た。また、事業実態を把握するため、近隣道

の駅への調査も実施した。

①国との協定締結に向け事業用地の取得を

進める。また、開業後の運営候補者を選定

し、施設の魅力を高める協働体制を構築す

る。
 ②奥中山高原センターハウスの老朽化に伴

い、リニューアルを図るための設計業務を

実施した。 

　物価高騰やエネルギー価格の高騰が続く

中、食材の仕入れや在庫管理の見直し、電力

会社の変更による電気料金の削減など、売

上原価や販売管理費の抑制に取り組んだ。

②センターハウスの改修工事については、

営業停止や利用者への影響を最小限に抑え

るよう、綿密な工程計画を進捗する。その他

施設についても、計画的な維持修繕に注力

し、施設全体の長寿命化を図る。 

　スキー事業の安定的運営に加え、グリー

ンシーズンにおけるクアオルトやトレッキ

ングなど、自然環境を活かした通年型観光

の確立を図る。
 ③観光地域づくりを推進していくための組

織体制の構築として、観光地域づくり法人

（ＤＭＯ）の設立に向けて取り組んだ。

③地域活性化起業人制度による外部からの

専門人材を活用することにより、観光客誘

致のためのニーズ調査、ターゲットの設定、

町の魅力発掘を行う。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 

29
商品開発等のための補助

金申請件数
件

目標 ３ ３ ３ ３

 実績 ４ ３ ２

 評価 Ａ Ａ Ｃ
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①　特産品の開発と事業者への支援 

町の地域資源を活用した付加価値の高い特産品やお土産品の開発、加工施設の整備や機械導入及

び新規創業などを支援します。 

 

②　販路の拡大 

地場産品の魅力を広く町内外へ情報発信するために、観光・交流施設やイベントとの効果的な連

携によるＰＲと販売を行うとともに、神奈川県横浜市と締結した連携協定を基にしたイベントなど

を通じた首都圏での販路拡大を推進します。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 

 

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 町観光協会が実施したアンケートを基に、町内事業者が商品開発を進める

中で生じる販路開拓や価格設定、デザイン、製造体制などの課題解決に向け

た勉強会を開催することができた。今後においては、起業セミナーの開催や

関係機関との連携による伴走型支援を行うとともに、「新商品開発等事業費

補助金」の活用を促進する。
 実績 取組方針
 ①商品の販路拡大等を目的に開催した勉強

会には町内 11 事業者・団体が参加し、アン

テナショップなど、首都圏で売れる商品の

特徴を学んだ。

①商品開発を検討している事業者との活用

に向けての相談を継続し、魅力ある土産品

の開発に努める。

 ②長年継続して開催している東京都や盛岡

市での物産展のほか町内イベントへの出

展、イベントの開催を通じ、特産品の認知度

を町内外に発信し、販売促進につなげられ

た。

②買い手のニーズに即した物産展への参加

を継続的に実施すること、また、手技工芸館

における自主事業の開催、体験受入れを引

き続き実施する。
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第４章　歴史や文化を活かすまちづくり 

御所野遺跡や旧朴舘家住宅、根反鹿踊りをはじめとする有形無形の文化財の保存、伝統工芸の継承な

どに取り組み、まちの魅力として歴史や文化を活かすまちづくりを進めます。 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第１節　世界遺産「御所野遺跡」を守り伝えるまちづくりの推進 

世界遺産「北海道・北東北の縄文遺跡群」の構成資産の一つである御所野遺跡の文化的価値の理解を

促進し、世界遺産登録の意義を町全体で共有し町民一人ひとりがその価値を認識して未来へ伝えていく

ため、遺跡を次代に繋ぐ人材の確保と育成を行うとともに、町民の保存・活用意識の高揚に繋がる活動

を行います。そして、他の構成資産、県内世界遺産あるいは県北広域振興圏との連携を進め、世界遺産

を通じた新たな交流・産業を創出します。 

 

①　次代への継承 

⑴ 　構成資産及び緩衝地帯を保全するため、北海道･北東北の縄文遺跡群包括的保存管理計画に

基づき、４道県 13市町と連携して経過観察を行います。 

⑵ 　遺産周辺の景観を守りその魅力を一層高めるため、一戸町景観計画に基づく景観形成を進め

るとともに、縄文時代の景観復元を目的とした「縄文里山づくり」を推進します。 

⑶ 　御所野遺跡を将来へ守り伝えていくために、地域住民や児童生徒、ボランティアなど多様な

担い手の参加による保存管理を進めます。 

 ７年度 評価
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 Ａ評価項目１、Ｃ評価項目１となり、全体でＢ（おおむね順調）と評価す

る。 

第１節（世界遺産「御所野遺跡」を守り伝えるまちづくりの推進）では、

御所野遺跡を永続的に守り伝えていくために、多様な団体が参画した保存及

び管理活動が行われた。これは施設運営を直営化した目的にも沿った成果と

して保存に対する意識の醸成に繋がっているが、課題として、核となるボラ

ンティア団体の育成と会員の増員が急務となっている。 

第２節（歴史文化の継承と創造）では、旧朴舘家住宅の保存修理工事を契

機に竣工後の活用策について検討を進めている。また、郷土芸能の伝承活動

について重点的に支援するため各種保存会の意見交換を踏まえて方向性を

定めた。伝統工芸品について展示会など各種イベント等で周知を行い、工芸

品の魅力の発信ができた。
 取組方針 世界遺産御所野遺跡や町内に存する有形無形の文化財を町の魅力として

積極的な発信と活用を進めるとともに、ボランティア等の活動支援とガイド

養成に向けた取組を進める。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
30 御所野縄文公園来訪者数 人

目標 50,000 55,000 50,000 50,000
 実績 28,365 29,674 29,629
 評価 Ｄ Ｄ Ｄ
 

31
遺跡ボランティア登録者

数
人

目標 115 120 120 125
 実績 90 36 34
 評価 Ｃ Ｄ Ｄ
 

32
御所野縄文公園クリーン

デー参加人数
人

目標 420 450 480 500
 実績 371 370 441
 評価 Ｂ Ｂ Ｂ
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②　世界遺産としての価値の理解促進 

⑴ 　大学や研究機関等と連携して調査研究を進め、その成果を広く情報発信します。 

⑵ 　学校教育や生涯学習を通じて御所野遺跡の価値を伝え、郷土に対する誇りを育みます。 

⑶ 　遺跡の景観に配慮しつつその価値を入館者等へ分かりやすく伝えるために、ボランティアガ

イドを養成するとともにＩＣＴ技術を活用した遺跡ガイドアプリを活用します。 

⑷ 　御所野遺跡及び縄文文化について多様な側面からの理解促進を図るため、御所野縄文公園に

おいて各種体験学習やイベントを開催します。 

 

③　新たな交流・産業の創出 

⑴ 　縄文遺跡群を構成する 13 市町との交流を深めるとともに、県内三つの世界遺産や県北広域

振興圏市町村との交流連携を進めます。 

⑵ 　御所野遺跡に興味を持つ人又は関わろうとする人を増やすため、ＳＮＳを活用した交流を推

進します。 

⑶ 　新たな産業創出のため、民間事業者による世界遺産を活用した取組を支援します。 
 
【評価及び今後の取組方針】 

 

第２節　歴史文化の継承と創造 

町では歴史文化の継承と創造に繋がるような文化財愛護の機運を高めるために、御所野遺跡や旧朴舘

家住宅、根反鹿踊りなど豊富な文化財の調査・保護と、その文化財や伝統工芸の活用を行います。併せ

て町民による文化芸術活動団体の自主的な活動を支援するために、多様な文化芸術に接する機会を提供

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 世界遺産に多くの町民が集うクリーンデーは年々参加者が増えており、今

後も世界遺産と町民の関わりを深化させるために継続実施していく。 

御所野遺跡を将来へ守り伝えていくために多くの団体等と連携を行う点

では一定の成果を上げたが、ボランティア会員の確保と、ガイドの育成は早

急な課題となっている。
 実績 取組方針
 ① 町民参加で年２回行うクリーンデーに

は延べ 400 人を超える参加者があり、遺跡

を守り育てる意識が着実に浸透しつつあ

る。 

６年度に設立したボランティア団体「い

ちのへ縄文里山クラブ」は、遺跡案内に携わ

るボランティアガイドの育成を進めてき

た。ガイド及びボランティア登録者数が横

ばいであることが課題である。

①クリーンデーを交流の場として、広域的

な広がりを持たせる取組を進める。 

「いちのへ縄文里山クラブ」の拡充を図る

ことが御所野遺跡の魅力発信に必要不可欠

であるため、重点的にその活動を支援する。

 ② 金沢大学及び是川縄文館（八戸市）との

籃胎漆器に関する共同研究、いちのへ御所

野縄文学への協力、博物館での体験学習を

実施した。

② 調査研究による新たな情報発信に努め、

学校教育・生涯学習と連携し研究成果の理

解促進に取り組む。

 ③ 観光協会との連携をはじめ各種イベン

トの見直しを図り、親しみやすい内容とし

た。また、縄文遺跡群ガイド養成講座の開催

をはじめ、遺跡ボランティアガイド同士の

相互交流や活動支援を行った。

③ 御所野遺跡への住民の理解を深めると

ともに、観光分野等との連携を深め、来訪者

増加と地域の活性化に資する効果を得られ

るよう各種取組を進める。また、その取組に

ついてＨＰ・ＳＮＳを活用した積極的な情

報発信を行う。
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するとともに、指導者育成の支援を行います。 

 

①　文化財の調査・保護 

⑴ 　町内の貴重な文化財を守り伝えるため、指定文化財の保護、未指定文化財の調査を行い、必

要に応じて指定します。 

⑵ 　地域特有の歴史文化伝承のため、関連する文化財群の一体的な保存管理に取り組みます。 

⑶ 　無形民俗文化財の伝承及び後継者育成のために、伝承活動の支援と発表の機会のさらなる創

出を行います。 

 

②　重要文化財「旧朴舘家住宅」の保存修理とまちづくり 

⑴ 　築 160 年を経過した「旧朴舘家住宅」を将来にわたり継承するため、建築年代の調査等と合

わせて根本修理を実施します。 

⑵ 　「旧朴舘家住宅」を活用したまちづくりへ繋げるために、地域住民等との連携を図り、活用

策を検討します。 

 

③　文化財愛護の機運向上 

郷土の歴史に対する理解と文化財愛護の機運を高めるために、調査成果の報告や講演会の開催な

ど歴史文化に触れる機会を提供するとともに、地域の文化財を保護するための活動を奨励します。 

 

④　伝統工芸の継承 

鳥越の竹細工や木工品などの伝統工芸継承のために、町内及び県内外での物産展等を通じ認知度

を高めます。また、体験イベントなど伝統工芸に親しむ機会の提供により、工芸品の魅力を高め、

担い手確保につなげます。 

 

⑤　文化芸術の振興 

⑴ 　各文化芸術団体の活動や指導者の育成を支援します。 

⑵ 　町民が多様な文化芸術に接する機会を提供するとともに、各文化芸術団体に発表の場を提供

するため、ＮＰＯと連携し一戸町コミュニティセンターを積極的に活用します。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度
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一戸町郷土芸能祭参加人

数
人

目標 110 120 130 140
 実績 130 138 293
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

34
保存修理事業公開イベン

ト参加人数
人

目標 － 50 50 50
 実績 － － －
 評価 － 　　－ －

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 旧朴舘家住宅保存修理事業は工事着手しこれから本格化するため、工事完

了後の活用策について検討を進める必要がある。文化財の調査・保護と文化

財・伝統工芸の活用については各種取組を進めた。また、無形民俗文化財の

伝承に関して、郷土芸能の公演について周知を工夫した結果、多くの参観者

が集まり郷土芸能の伝承の必要性を理解する一助となった。
 実績 取組方針
 ① 郷土芸能の発表機会について周知方法

を工夫した結果、参加人数の目標値を上回

① 小中学校と連携する方法を協議し、郷土

芸能の発表と体験機会を設け、特に若年層



30 

 った。 を対象とした後継者の確保につなげる。
 ② 旧朴舘家住宅保存修理事業は、第１期工

事（解体工事）に着手した。並行して工事完

了後の活用策について研修や地域住民と意

見交換を行った。

② 旧朴舘家住宅は保存修理工事を契機に、

町民の関心と関わりを深め、ボランティア

育成と具体的活用策の検討を進める。

 ③ 町広報や各種メディアへの掲載、公開展

示を開催するなど、広く周知を行い維持管

理協力団体等に必要な支援を行った。

③ 文化財が持つ価値や意味を広く周知す

るとともに、住民協働による文化財愛護活

動を支援する。
 ④ 各地での物産展へ出展したほか、いちの

へ産業まつり及び萬代物産展にも参加し、

伝統工芸のＰＲに努めた。

④ 手づくりの良さを実感していただける

よう物産展への出展を継続する。また、町内

の継承者がいない「面岸の箕づくり」継承事

業に新たに取り組む。
 ⑤ 芸術鑑賞等に触れる機会創出のため、町

文化祭及び春期の萬代舘での公演、岩手芸

術祭による巡回展示及び公演の機会を設け

た。

⑤ 催事の開催及び出展又は出演の団体等

の活動を支援する。
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第５章　元気で健やかに暮らせるまちづくり 

医療の確保、社会福祉や子育て支援の充実、地域での健康活動の向上、個々の健康管理の徹底などに

取り組み、元気で健やかに暮らせるまちづくりを進めます。 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第１節　地域福祉の推進 

　「元気で健やかに暮らせるまちづくり」を目指し、一戸町地域福祉計画の基本方針「安心・安全な暮

らしを支える環境づくり」「地域福祉を担う人づくり・地域づくり」「福祉サービスを利用しやすい仕組

みづくり」に沿って事業・活動に取り組みます。 

 ７年度 評価
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 Ａ評価項目２、Ｂ評価項目４であり、全体でＢ（おおむね順調）と評価す

る。 

第１節（地域福祉の推進）では、近年、一戸町社会福祉協議会と協働し様々

な事業を実施しており、住民が支え合い安心して暮らせる地域づくり活動が

展開されている。 

第２節（保健の充実）では、目標数値達成は日々の業務の成果と高く評す

るが、今後とも住民の健康に資する行動変容を促すよう、発信、周知、啓蒙

に注力しつつ、時勢に合致した取組の試行など、一人でも多くの町民の健康

寿命が延伸されるような取組を展開する。 

第３節（子育て支援の充実）では、一戸町では前年と同程度の出生者数で

あったが、新生児訪問、各種健診や予防接種、保育施設の運営、さらには支

援を要する子どもの対応などを確実に実施し、「生まれた子ども一人ひとり

を大切にする」取組が遂行されているものと評する。 

第４節（高齢者福祉の充実）では、老人クラブへの支援や在宅福祉事業等

により、高齢者の生きがいづくりの機会創出や安心して暮らせる環境を提供

することができた。 

第５節（障がい者福祉の充実）では、数値目標の５項目のうち、４項目が

若干の未達となったが、ニーズに対して必要なサービスを提供できた。また、

障がいを持つ方が自立した生活を送れるよう、関係機関との連携や事業内容

の普及啓発を継続して行う。 

第６節（医療体制の確保・充実）では、県立病院の医療体制の充実を図る

よう、引き続き要請を行うとともに、地域医療の充実に努めた。 

目標数値に達しなかった項目が過半であったが、総じて事業の目的は達し

ていると考える。
 取組方針 地域社会での孤立化を招かないよう支援の強化及び有効な啓蒙により町

民又は関係者が自発的・理知的に行動できるよう、関係機関等との連携強化

を図りつつ、組織機能の強化を目指す。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
35 地域サロン設置数 団体

目標 35 35 35 35
 実績 32 31 31
 評価 Ｂ Ｂ Ｂ
 

36
地域ボランティア登録人

数
人

目標 45 45 47 50
 実績 55 59 65
 評価 Ａ Ａ Ａ
 37 中核機関相談員数 人 目標 ５ ６ ６ ６
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①　安心・安全な暮らしを支える環境づくり 

　地域の見守り体制の強化や地域住民・関係機関等によるネットワークの構築により、住民の安

心・安全な暮らしを支えるための生活環境・人間関係の整備・構築に努めます。また、防犯、交通

事故防止、防災の推進に努めるとともに、災害発生に備えた体制を整えるなど、地域の安全を守り

ます。 

⑴ 　地域福祉推進のための連携・協力体制の強化を図るため、行政各部門や各種団体との連携・

協力体制を一層強化します。また、地区ごとの地域福祉推進組織の育成を図ります。 

⑵ 　一戸町地域包括ケアシステム検討委員会を効果的に運営し、町に合った支援の仕組みづくり

に向けて協議を行い、地域福祉を推進します。 

 

②　地域福祉を担う人づくり・地域づくり 

　町内の各地区で行われている介護予防事業・サロン事業への支援等により、住民による地域活動

の促進を図ります。また、ボランティアセンターの機能強化と認知症サポーターの養成・活動支援

や訪問助け合いボランティア養成活動支援等の実施によって地域福祉の担い手を養成します。 

⑴ 　生活支援コーディネーターによるふれあい・いきいきサロンや町地域保健福祉活動支援事業

などにより活動支援を行います。 

⑵ 　ボランティア活動や地域活動等の生きがいづくりと社会参加の促進を図ります。 

⑶ 　学校や企業の協力を得ながら認知症サポーター養成講座を開催し、認知症に関する正しい知

識の普及啓発に努めます。また、介護の担い手を育成するため、介護職員等確保対策協議会に

より人材確保に積極的に取り組みます。 

 

③　福祉サービスを利用しやすくする仕組みづくり 

　広報誌の発行等の紙媒体による情報提供を継続するとともに、インターネットを活用し、ホーム

ページの管理、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した見守りネットワークサービスの拡充を図りなが

ら情報提供の充実を図ります。 

⑴ 　福祉サービスパンフレットや認知症ケアパス等により地域資源の周知を図ります。 

⑵ 　近隣市町村と連携し、障がい者やその家族等からの緊急的な支援要請に対応するための地域

生活支援拠点や総合相談を担う基幹相談支援センターの充実を図ります。さらに総合的な相談

支援を進めるため、重層的支援体制整備に向けた検討を行います。 

⑶ 　成年後見制度の利用促進を図る中核機関を通じて市町村事業としての相談支援や研修会の

実施、市民後見人養成・フォローアップ事業を行い、また、ネットワーク会議を開催して福祉、

保健、医療、司法等の関係機関との連携強化を図ります。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 実績 ５ ６ ６
 評価 Ａ Ａ Ａ

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 　数値目標において、地域サロン設置数について、89％と目標は達成できな

かったが、ボランティアの登録人数 138％、中核機関相談員数 100％と目標

を上回ったことから、全体的におおむね順調であると考える。 

地域サロン事業については、地域がそれぞれの状況に応じ設置し活動する

ものであるが、希望するサロンには介護予防活動講師を派遣したほか、一戸

町地域包括ケアシステムの取組において、認知症サポーター養成講座や介護

予防教室等を行ったことにより、地域の見守り体制の強化が図られた。 

 実績 取組方針
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第２節　保健の充実 

　高齢化や生活習慣の多様化等により、疾病全体に占めるがん、脳血管疾患、心疾患、糖尿病等の生活

習慣病の割合が増加しています。町民が心身ともに健やかに暮らすことができるまちづくりを実現する

ために、生活習慣病の予防、社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上に努めるとともに、あら

ゆる世代の健やかな暮らしを支える良好な社会環境を構築することにより、地域や社会経済状況の違い

による集団間の健康状態の差（健康格差）の縮小に努めます。 

 ①地域住民・関係機関等が参加する一戸町

地域包括ケアシステム検討委員会全体会を

２回、見守り部会、医療福祉連携部会をそれ

ぞれ年４回、集いの場部会を年２回開催し

た。各部会活動を通して見守り声がけ訓練

による住民同士の見守りや認知症ケアパス

普及による認知症の理解促進、住民支え合

いマップ作成による住民同士の支え合いづ

くりなど、地域共生社会の実現に向けた取

組を行った。

①一戸町地域包括ケアシステム検討委員会

全体会を年２回、その他部会活動を通し、見

守り声がけ訓練や小地域での見守りの普及

活動により地域の更なる見守り体制の強

化、認知症ケアパス普及継続や住民支え合

いマップ作成地域の拡大により地域共生社

会の実現に向けた取組を図る。

 ②４年度より中田地区、５年度より平糠地

区において住民支え合いマップ作成事業の

取り組みを行っている。７年度においても

２地区の継続した取組をサポートし、地域

における協力体制の再構築の契機となっ

た。また、鳥越滝ノ沢・過利石地区において

新たな取組を進め、地域の可視化や災害発

生時の危険区域の再確認などを行った。認

知症サポーター養成講座を介護事業所と協

力し町内２地区、小学校３校、高校で開催

し、介護の魅力について紹介した。また、見

守り声掛け訓練はインフルエンザの流行に

より実施できなかったが、関屋地区におい

て警察の講話や見守りの取組の必要性につ

いて情報提供し、地域住民による高齢者等

の見守り体制の意識強化を図った。

②７年度に住民支え合いマップに取り組ん

だ中田地区、平糠地区、鳥越滝ノ沢・過利石

地区のフォローアップとして、マップの更

新、地域の見守り活動等の支援をそれぞれ

年１回行う。また、引き続きサポーター養成

講座を通し、認知症理解の普及に努める。

 ③認知症ガイドブック(ケアパス)や本人の

思いを書き留めるシートを通し、町内の新

たな資源や支援機関の周知、自分の意思を

書き残す大切さの普及を図った。 

また、成年後見制度利用促進において中

核機関と連携し、関係機関との連携強化を

図るため年５回のネットワーク会議を開催

するとともに、後見人の担い手確保に向け、

市民後見人養成講座修了者へのフォローア

ップ研修を年４回開催した。

③認知症ガイドブック(ケアパス)の普及啓

発を通し、町内小学校、高校、地域サロン等

へ福祉資源の周知を図る。また、成年後見制

度が必要な方へしっかりと支援が行き届く

よう、後見人等の担い手確保に向け市民後

見人養成講座修了者へのフォローアップを

中核機関、管内市町村と連携し年４回開催

する。また、法人後見事業へ取り組む法人拡

大に向けて働き掛けを行う。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
38 特定健診受診率 ％

目標 49.2 49.4 49.5 49.6
 実績 51.6 51.7 51.8
 評価 Ａ Ａ Ａ
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①　生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底 

⑴ 　全てのライフステージを対象とし、疾病の予防とその重症化を防ぐ活動を推進します。 

⑵ 　積極的に受診勧奨を行い、特定健診、各種がん検診の受診率の向上を図ります。 

⑶ 　特定保健指導対象者に対し、自ら健康管理ができるよう個々の対象者に合わせて情報提供を

行い、保健・栄養指導を徹底します。 

 

②　健康に関する生活習慣及び社会環境の改善 

⑴ 　各ライフステージに応じた行動目標を定め、おいしく楽しく規則正しい食生活に繋げる取組

を推進します。 

⑵ 　ライフステージに応じた健康づくりのため、身体活動（生活活動、運動）の知識の普及を図

ります。 

⑶ 　喫煙が健康に及ぼす影響について、知識の普及を図ります。 

⑷ 　飲酒が健康に及ぼす影響について、知識の普及を図ります。 

⑸ 　ライフステージに応じた適切なむし歯、歯周病予防を推進します。 

 

③　社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上 

　身体活動を高めるため良質な睡眠をとる方法、及び自分に合ったストレス解消方法を持つことの

大切さを普及啓発します。 

【評価及び今後の取組方針】 

 
39 特定保健指導実施率 ％

目標 63.0 65.0 68.0 70.0
 実績 74.5 74.7 74.5
 評価 Ａ Ａ Ａ

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 特定健診受診率、特定保健指導実施率ともに目標を達成した。また、健診

の受診率は微増ではあるが年々向上している。 

５年度から稼働しているウォーキングアプリの登録者数も着実に伸び、健

診受診者へのポイント付与などによる健康意識の向上、並びに健康保全の啓

蒙に寄与している。また、新たに定期接種に位置づけられた帯状疱疹の予防

接種についても、医療機関の協力のもと、混乱なく実施することができた。 

今後も積極的な情報提供・周知啓蒙に注力するとともに、住民にとってよ

り負担感の少ない健康維持手法を模索する必要がある。 

さらに、昨今は身体の健康のみならず心の健康に関しても重要な要素と捉

え、７年度は心のサポーターを 42 人養成することができたため、引き続き

年代や地域にも配慮した支援体制に繋がるよう取り組む。
 実績 取組方針
 ①健診に関する情報を広報や町ホームペー

ジ、町公式ＬＩＮＥ、町内音声放送にて発

信、健診の無料化の継続、特定健診未受診者

への受診勧奨を実施した。 

　また、健診会場で特定保健指導対象者と

の面談を行い、利用率向上につなげた。特定

健診受診率、特定保健指導実施率ともに目

標を達成した。

①健診未受診者に対する受診勧奨を継続す

る。要医療者に対する受診勧奨について、昨

年度未受診者に対する勧奨を強化する。 

生活習慣病の予防、重症化を防ぐため対象

者に合わせた保健指導を実施する。特に高

血圧症に関連した取組を推進する。

 ②ウォーキングアプリを使用し、運動習慣

の定着を推進した（登録者 574 人）。 

幅広い世代が健康づくりに取り組むこと

②ウォーキングアプリを使用し、運動習慣

の定着を推進する。 

住民の心身の健康づくりにつながるよ
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第３節　子育て支援の充実 

母親をはじめとして、町民が安心して子育てができるように、保健医療体制の充実、サポート体制の

強化、多様化するニーズに対応した保育サービスの提供、子育てに関する情報発信や相談体制の充実を

図ります。また、家計の経済的な負担を軽減し、子育て世帯の生活の安定を図るために、医療費助成や

保育料の軽減などの取組を継続します。 

 

①　安心して妊娠・出産・子育てができる保健医療体制の充実 

⑴ 　妊産婦の健康確保と子どもの健全な発育を図るため、健診や保健指導の充実を進めるととも

に、妊娠・出産から育児へと切れ目のない支援体制の整備を進めます。また、児童虐待の発生

予防の観点を含めた相談支援体制の充実を図ります。 

⑵ 　不妊治療の経済的な負担を軽減するため、特定不妊治療費助成事業を継続します。また、妊

娠を望む夫婦が柔軟に情報を得られるよう、ホームページ等で情報提供の強化に努めるととも

に、専門的に対応できる相談体制を確立します。 

⑶ 　安心・安全な妊娠・出産・育児を支援するため、医療機関と連携した相談支援体制の充実を

図ります。 

⑷ 　子育て世帯にかかる医療費負担の軽減を図るため、乳幼児から高校生まで幅広く医療費の助

成を行います。 

 

 を推進するため、健康フェアを開催し、知識

の普及啓発を行った。 

教室等を通じて、健康的な食に関する正

しい知識の普及啓発を行った。

う、健康イベント等を開催する。 

各種健診やイベント等を通じて、健康に関

する正しい知識の普及・啓発を図る。

 ③イベント、各種健診等で自殺対策等に関

連した普及啓発を実施し、こころの健康づ

くりを推進した。また、長期休業前の児童生

徒に対し相談先一覧の配付の依頼を開始、

二十歳のつどい参加者に対しては、こころ

の健康や相談先に関する情報提供を実施、

町内の中学校において「ＳＯＳの出し方に

関する授業」を実施し、こころの健康づくり

に関する情報発信の対象を若年層対策に拡

大した。 

また、継続しているゲートキーパーの養

成について、７年度は職員にむけｅラーニ

ングを活用した研修を実施。６年度より厚

生労働省が開始した「心のサポーター養成

事業」について、令和７年度は 42 人の心の

サポーターを養成した。

③ゲートキーパー心のサポーター養成研修

に継続して取り組む。また、若年層に向けた

情報提供及びＳＯＳの出し方に関する啓発

を促進する。さらに、各イベント等を通じ

て、こころの健康づくりや相談先に関する

周知・啓発を行う。 

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
40 保育所等待機児童数 人

目標 ０ ０ ０ ０
 実績 ０ ０ ０
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

41 母子アプリ登録者数 人

目標 107 122 137 152
 実績 108 115 122
 評価 Ａ Ｂ Ｂ
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②　子どもの成長・発達を支え、安心して子育てのできる豊かな地域社会 

⑴ 　子育て世帯における育児負担感や孤立感、育児ストレスを低減させるため、子どもの育ちに

応じた子育て相談体制の充実を図ります。 

⑵ 　子育て世代における悩みを共有し、気軽に相談できる仲間づくりやネットワークづくりを進

めるため、子育て支援を行う団体の活動や保護者同士の自主的な活動への支援を行います。 

⑶ 　母子家庭、父子家庭で子育てをしている保護者が抱える、経済的、社会的、精神的な不安や

悩みを解消するため、関係機関と連携を図りながら、生活実態に応じた支援をします。 

⑷ 　障がいのある子どもが障がいのない子どもとともに家庭、地域、学校で十分な教育・保育を

受けられるよう、特別支援教育を充実させ、きめ細やかな配慮・対応に努めます。また、医療

費助成等の経済的支援を行い、子育て家庭の経済的負担の軽減を図ります。 

⑸ 　子育てに様々な不安や悩みを感じる保護者の不安に対応するため、健診や幼児教室などの機

会を通してその思いに寄り添い、子どもの育ち、親育ちを支援します。 

⑹ 　家庭や地域の子育て機能が低下し、育児不安をつのらせた親が子どもの虐待に陥ることのな

いよう、保育、教育、民生委員・児童委員など関係機関との連携を図りながら、児童虐待の発

生予防や早期発見、早期対応に向けた子どもの見守り体制の確立を進めます。また、児童虐待

の防止に向け町民全体で問題意識を共有するため、広報活動などで児童虐待防止の啓発に努め

ます。 

⑺ 　ＤＶやセクシャル・ハラスメントなどから人権を守るとともに、ＬＧＢＴへの理解を深める

ため、学習活動、相談支援体制の充実を進めるとともに、それらの未然防止・早期発見・早期

対応に努めます。 

 

③　情報発信・共有体制の整備と子育て意識の醸成 

⑴ 　保護者のニーズに応じた各種子育てに関する情報を容易に受け取れるように、子育て情報を

まとめた「一戸町子育て情報ガイドブック」や広報誌、子育て応援アプリ「I-Befam」、町ホー

ムページなどで子育て情報を整理して周知します。また、子育て経験者の知見の活用や、当事

者や関係者間での情報共有を促すため、参加や交流の機会を創出します。 

⑵ 　子育て支援について町民一人ひとりの関心を高め、地域全体での子育て意識の醸成に向けて、

子育て当事者だけでなく地域の町民も参加することができる企画の開催支援や、男性も育児に

参加しやすくなるような仕組みを検討します。 

 

 

④　子育てに関する経済的な負担の軽減 

妊産婦及び乳幼児から高校生までの医療に掛かる負担を軽減するために、医療費助成を継続する

とともに、新規の認定漏れや事業切替え時の未更新者が出ないよう、事業の周知と申請勧奨に取り

組みます。 

 

⑤　保育環境の充実 

⑴ 　保育所、児童館等の子育て関連施設での保育を安全に実施するため、これらの施設の点検を

行い、計画的な整備を進め安全性と快適性を確保します。 

⑵ 　女性の社会進出や就労形態の変化に伴い、仕事と子育ての両立を希望する世帯の多様化する

ニーズに対応した保育サービスを提供するため、病児保育や延長保育等の既存サービスを継続

するほか、新しい保育サービスの導入を検討します。 

⑶ 　保育料については国の施策として一部無償化されましたが、町では、無償化対象外の児童に

係る保育料等についても軽減することにより、子育て家庭の経済的負担の軽減を図ります。 
 
【評価及び今後の取組方針】 

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 保育所等の待機児童数は継続して０人の目標を達成したが、母子アプリ登
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第４節　高齢者福祉の充実 

高齢者が安心して元気に暮らすことができるために、地域で支え合える環境づくりを推進するととも

に、医療・保健・介護等の連携を強化し、地域包括ケアシステムのさらなる充実を図ります。 

 

 録者数は目標に届かなかった。 

これは７年度の出生数 17 人と少なかったことに加え、子どもの成長に伴

いアプリの利用を終了する利用者が一定数おり目標に届かなかったと思わ

れる。今後は、新生児訪問等の対面による支援を軸に、アプリによる情報発

信との併用を図ることで、保護者が必要な情報が受け取れるよう、支援体制

の強化に努める。 

また、公立保育所の管理については、定期的に確認を行い良好な保育環境

の保全に努めた。なお、７年度は施設修繕のほか、園庭遊具の更新工事など

を行った。 

要保護児童等に関しては、関係機関との連携のもと定期的な情報共有及び

協議の場を設けている。また、転出入に伴う対象児童の引継ぎ等においても、

関係機関と連携し、情報の受渡しが遺漏なく行われており、適切に処理され

ていると考える。 

 実績 取組方針
 ①妊娠期から子育て期に必要な各種健診、

保健指導、家庭訪問を実施した。また、関係

機関との連携により、相談体制の充実を図

った。

①安心して出産・子育てができるよう関係

機関と連携しながら支援を継続する。

 ②関係機関との連携強化や研修等への参加

による専門性向上に取り組み、多様な相談

に対応可能な体制の充実を図った。

②庁内や関係機関との連携を強化し、子育

て世帯等が抱える課題の早期発見や支援体

制の充実に努める。
 ③妊娠・子育て期に必要な情報の発信を行

うことができた。

③対象者のニーズを把握し、対象者から求

められる情報の発信に務める。
 ④妊娠期及び18歳に達する年度末までの児

童生徒等に対する医療費助成を継続して行

った。児童生徒等の医療費助成について所

得制限を撤廃したことにより、対象者の拡

大を図り、子育て支援を充実させた。 

(妊産婦　29 人　799 千円、乳幼児　215 人　

7,809 千円、児童生徒　660 人　22,931 千

円)

④今後とも、医療費助成等の経済的支援を

継続する。

 ⑤保育施設からの要望を確認し、安全な保

育環境を維持するため必要な改修や修繕を

行った。

⑤保育施設のあり方について、今後の動向

に注視し複合的に協議を行う。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
42 老人クラブ団体数 団体

目標 29 29 29 29
 実績 26 24 24
 評価 Ｂ Ｂ Ｂ
 

43 冬期高齢者生活施設件数 件

目標 ３ ３ ３ ３
 実績 ２ ２ ２
 評価 Ｂ Ｂ Ｃ
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①　生きがいづくりと社会参加の推進 

⑴ 　高齢者の生きがいづくりに有効な文化・レクリエーション活動や高齢者団体の活性化のため

に、高齢者学級などの生涯学習活動をはじめ、老人クラブの維持継続及び活動への支援を行い

ます。 

⑵ 　高齢者が就労により社会的役割が自覚できるように、シルバー人材センターの活動維持を図

ります。 

 

②　高齢者の自立生活への支援 

⑴ 　高齢者が安心して自立した在宅生活を送ることができるように、多様な主体による生活支援

サービス（外出支援、買い物、配食、家事援助、安否確認、権利擁護など）の提供システムを

確立します。 

⑵ 　在宅生活に不安を感じる高齢者に対しては、共同あるいは様々な形態の施設を提供します。 

 

③　介護保険サービスの充実 

介護保険サービスを必要とする高齢者等が円滑に利用できるように、介護保険事業者との連携に

よるサービスの維持と、広域市町村での調整による施設確保を図ります。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第５節　障がい者福祉の充実 

障がい者が地域社会で自立した生活が営めるように、個々のニーズに応じた適切な支援を行うととも

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 数値目標においてはいずれも目標値に届かず、老人クラブ団体数は 83％、

冬期高齢者生活施設件数 67％となった。 

老人クラブ団体については、生活様式の多様化、定年の延長等の理由によ

り、全国的に老人クラブへの加入が減少している状況であるが、既存老人ク

ラブへの支援を継続して行ったことにより、高齢者の生きがいづくりの機会

を提供できたとともに、在宅福祉事業において高齢者が安心して自立した生

活を送れるように必要なサービスを提供し、高齢者の生活を支援した。 

冬期高齢者生活施設については、利用希望者がなかったため５年度から１

施設の減となったが、利用希望者に対して、冬期の生活の場を提供すること

ができたことから、全体的におおむね順調であると考える。
 実績 取組方針
 ①地域の清掃活動や花壇づくり、ゲートボ

ールやグラウンドゴルフ等のスポーツ活動

等、延べ老人クラブ 486 回、老人クラブ連合

会 22 回の活動が行われ、シルバー人材セン

ターでは延べ 1,603 人が就業した。

①各老人クラブが高齢化しているため、老

人クラブ連合会や各地区センターと連携を

取り支援していく。

 ②地域に出向いての健康教室等や訪問助け

合いボランティアなどの在宅福祉事業を中

心に、高齢者等に対し介護予防や生活支援

を行った。

②在宅高齢者の見守りを推進するため、地

域包括ケアシステム検討委員会見守り部会

と連携し、緊急通報装置貸与事業、あんしん

ハローライト事業、あんしん見守りシール

事業の普及啓発を行う。
 ③地域包括支援センターの包括的支援事業

や地域ケア個別会議の開催など、介護保険

事業所や医療関係者と連携した取組によ

り、高齢者等に対し必要な支援、サービスを

提供した。

③介護保険サービスを必要とする高齢者が

適切にサービスを受けることができるよう

に、介護保険事業者や医療関係者等と連携

し、必要な支援やサービスを提供する。
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に、町民が相互に尊重し、安心・安全に暮らせるまちづくりを推進します。 

※１　サービス利用者数／障害者手帳所有者数 

 

①　地域生活を支える居宅サービスの充実 

障がい者が地域で自立した生活を送るために、障がいの種別や程度に関わらず、自らが居住の場

所を選択し、適切なサービスを利用できるよう努めます。 

 

②　相談支援体制の充実 

⑴ 　障がい者から相談を受けやすい環境をつくるために、障がい者相談員や民生委員等による身

近な相談支援体制を強化します。 

⑵ 　障がい者が福祉サービスを受けやすい環境等をつくるために、サービス利用への支援や権利

擁護への取組を強化します。 

⑶ 　相談支援体制の充実を図るために、基幹相談支援センターの機能と運営を強化します。また、

自立支援協議会等を通じて、相談支援事業所との連携強化を図ります。 

 

③　地域における暮らしの場の支援 

障がい福祉施設入所者や長期入院から地域生活への移行を進めるために、グループホームや民間

アパート等への入居調整支援を推進します。 

 

④　就労支援の強化 

⑴ 　障がい者の就労を支援するために、ハローワークや二戸圏域就業・生活支援センターと連携

し、就労支援を強化します。 

⑵ 　障がい者の就労機会を増やすために、企業に対する障がい者雇用制度の周知を図り、制度の

普及を推進します。 

 

⑤　地域生活支援拠点等の整備と活用 

障がい者等からの緊急的な支援要請に対応する地域生活支援拠点の整備を二戸広域４市町村と

連携して行い、活用に向けた普及啓発に取り組みます。 

 

⑥　障がいのある子どもをもつ家庭、ひとり親家庭への支援 

経済的な負担を軽減するために、医療費助成をはじめとする経済的支援を実施します。特に、医

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
44 サービス利用率※１ ％

目標 32 33 34 35
 実績 33 29 33
 評価 Ａ Ｂ Ｂ
 

45 相談支援事業所数 事業所

目標 ４ ４ ４ ４
 実績 ４ ４ ４
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

46 地域生活への移行者数 人

目標 １ １ １ １
 実績 ０ ０ ０
 評価 Ｄ Ｄ Ｄ
 

47 就労移行登録者数 人

目標 70 72 72 75
 実績 62 65 57
 評価 Ｂ Ｂ Ｃ
 

48
地域生活支援拠点事業利

用登録者数
人

目標 － ５ ５ 10
 実績 － ２ ２
 評価 － Ｄ Ｄ
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療費助成においては、新規の認定漏れや事業切替え時の未更新者が出ないよう、事業の周知と申請

勧奨に取り組みます。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第６節　医療体制の確保・充実 

安心して暮らすことができる地域社会実現のため、医療体制の確保に努めます。 

 

①　医療体制の確保・充実 

⑴ 　地域の医療を確保するため、県立病院の休診科の再開を要請するとともに、町設施設を用い

た医療機会を提供します。 

⑵ 　公設民営の診療所を維持し、施設・設備の充実を図ります。 

⑶ 　各関係機関と協力し、医師や看護師など地域医療を支える人材の確保に努めます。また、県

や町の各種奨学金制度を周知しその活用を促進します。 

 

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 数値目標においては、相談支援事業所数以外目標を達成することはできな

かったものの、障がい者サービスを必要としている方に必要なサービスを提

供することができたため、おおむね順調と考える。地域生活への移行につい

て、日常的に障害者施設でサービスを受けている方が地域社会で生活するこ

とは、非常に難しい課題ではあるが、希望者がいる場合は、関係機関と連携

し、移行支援に努める。
 実績 取組方針
 ①居宅介護は 90 人、移動支援は 70 人が利

用し介護者の負担軽減が図られた。

①地域移行を進めるため、地域における生

活の安心感を得られるよう、障がい者等の

地域での生活について引き続き支援する。
 ②支援体制充実のため、二戸圏域内での自

立支援協議会事務局会議を計 11 回開催し、

連携体制の強化を図った。

②障がい者が自立した生活を送れるよう、

相談支援体制の強化や権利擁護事業の普及

など福祉サービスの向上を図る。
 ③地域生活への移行についてはグループホ

ーム等の選定・空き状況等の情報を収集し、

支援を図った。

③地域生活への移行を推進するため、引き

続きグループホーム等への入居調整を支援

する。
 ④就労支援事業所への就労アセスメント委

託により１件の利用があり、就労を希望す

る方へ必要な支援を行った。

④障がい者雇用制度の周知徹底を引き続き

図るとともにハローワークや就業支援事業

所と連携し就労支援の強化を図る。
 ⑤二戸圏域で障がい者等やその家族の急病

など緊急時の受入体制を整備し、事業の普

及啓発を行った。

⑤二戸圏域市町村と連携し、障がい者に対

し、引き続き事業の普及啓発を行う。

 ⑥医療費助成をはじめとする経済的支援を

実施した。 

（重度心身障がい児６人 537 千円、ひとり

親家庭 216 人 6,057 千円）

⑥今後とも、医療費助成をはじめとする経

済的支援を継続する。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
49 医師確保の要請 回

目標 ２ ２ ２ ２
 実績 ２ ２ ２
 評価 Ａ Ａ Ａ
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②　国民健康保険事業の健全化 

⑴ 　医療の効率的な提供推進のため、後発医薬品差額通知と後発医薬品希望カードを配布し、後

発医薬品使用割合 85％以上達成に努めます。 

⑵ 　国民健康保険資格の適正化のため、毎年 12 月を強化月間に定め、被用者保険に該当すると

思われる方の加入資格調査を行います。 

⑶ 　医療費支出を削減するために、かかりつけ医受診の徹底や時間外受診の抑制について広報活

動を行います。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 

 

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 医師確保の要請は予定どおり実施した。 

　医学留学生は７年度から専門研修へと進んでいることから、情報交換を継

続するとともに、研修終了後には円滑に帰町できるよう情報の収集と提供を

行う。 

　休止している奥中山高原クリニックの再開に向け、幾度かの協議を行った

が就任に繋がる結果には至っていないため、引き続き折衝等を行う。また、

小児科医院も閉院となったことから、こちらについても医師の確保に向けた

取組に注力する。
 実績 取組方針
 ①県立一戸病院の医療体制の充実及び市町

村医師養成事業に係る養成医師配置等にお

いて継続して要請を行った。 

①今後も、県立病院の医療体制の充実を図

るよう医師確保の要請を行うとともに、休

診となった公設クリニックの再開に向け、

取組を拡充する。 

　さらに、医学留学生の就職に向け、情報提

供や面談などを行う。
 ②後発医薬品に切り替えた場合の差額を年

３回通知し、医療費の削減に努めた（延べ人

数 94 人　令和７年 12 月時点の後発医薬品

利用率 45.8%）。 

また、保険証送付時に国保資格の適正化

の周知を実施したほか、資格確認書等一括

更新時に、かかりつけ医受診の徹底や時間

外受診の抑制についてのパンフレットを同

封するなど、広報・周知を行った。

②医療費の適正化に向けた国保資格の周知

や、後発医薬品の普及啓発を継続し、医療費

の削減に取り組む。
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第６章　生活しやすい環境が充実するまちづくり 

　道路、情報通信基盤、上下水道等のハード面の整備、ごみ処理、交通、消防防災体制等のソフト面の

整備に取り組み、生活しやすい環境が充実するまちづくりを進めます。 

【評価及び今後の取組方針】 

 

第１節　脱炭素社会の実現と自然環境の保全 

縄文時代から受け継ぐ豊かな自然と、その自然から発せられる恵みを全町民等しく享受し、そして一

戸らしい暮らしを次代に引き継ぐために、脱炭素社会を実現する取組を推進するとともに、自然環境を

大切にしようとする町民意識の高揚を図り、各種実践活動への支援を行います。 

 ７年度 評価
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 　Ａ評価項目４、Ｂ評価項目３であり、全体でＢ（おおむね順調）と評価す

る。 

第１節（脱炭素社会の実現と自然環境の保全）では、導入効果が高いと判

断された公共施設において一斉にＬＥＤ照明への転換を図った効果が出始

めているが、二酸化炭素排出量実質ゼロの実現には行政部門でのより一層の

削減のほか、町民と町内企業も参画する体制づくりが不可欠であり、さらに

協力を求めていく。 

第２節（社会基盤施設の整備）では、公共インフラの維持整備は計画どお

りに進んだ一方で、地域公共交通に対しては各般にわたり支援を行い維持は

図られたものの、更なる利用者確保に課題が残った。 

　第３節（住宅の整備）では、子育て支援住宅は依然高い住戸稼働率を維持

している一方で、未だ不足する状況にあり、それを補完する取組も始まって

おり、活用が期待される。 

　第４節（環境衛生対策の充実）では、生活系（家庭系）ごみ排出量は順調

に削減されてきているが、資源ごみ回収量が目標値に届かないのは買い物の

傾向に裏付けられたものか、分別意識の不足によるものか、多角的な視点で

の広報活動が必要となっている。 

　第５節（広報広聴の充実）では、町ホームページやＳＮＳ等のそれぞれの

特性を大いに生かし、情報を受け取る側を意識した発信を引き続き行ってい

く。そして、ＤＸ推進という観点からのオンライン申請の機会増加も同時に

取り組むものである。 

　第６節（消防・防災体制の充実）、第７節（安全安心な生活の実現）では、

火災件数が大幅に減ったことのほか、交通死亡事故も３年連続０件となった

ことは町民皆様の協力によるものであるが、一歩間違えば重大な事故等につ

ながる事案は発生しているため、引き続き安全安心を求める意識の醸成に努

める。
 取組方針 　脱炭素社会の実現、消防防災体制の充実や交通防犯意識の醸成には、町民

に確実に届く広報手段が必要であるため、信頼される町広報誌づくりに、Ｓ

ＮＳ等を駆使したタイムリーな活動を図るものである。 

社会基盤施設の整備については、老朽化した上下水道施設の計画的な更新

と耐震化を進めるとともに、町道の維持補修や除雪体制の充実を図り、安

全・安心な生活基盤の確保に努める。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
50

町有施設の二酸化炭素排

出量
t

目標 4,533 4,397 4,265 4,137
 実績 4,703 4,433 3,733
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①　脱炭素社会の実現に向けた取組の促進 

⑴ 　一戸町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定し、町民、民間企業、行政機関が担う

役割を定めることで、それぞれが連携して脱炭素社会の実現に向けた取組を推進します。 

⑵ 　町有施設の温室効果ガス排出量の可視化を行い、温室効果ガス削減の取組を推進するととも

に、町内への普及啓発活動に取り組みます。 

⑶ 　地域内エコシステムにより地域内のエネルギー循環の仕組みを構築するほか、Jクレジット

（温室効果ガス排出削減や適切な森林管理による温室効果ガス吸収量をクレジットとして売

買すること）などの取組を推進します。 

⑷ 　町内で生産する再生可能エネルギーの供給量を増やすため、チップボイラー、太陽光発電シ

ステム及び風力発電の導入支援の充実に努めます。 

 

②　自然環境保全意識の高揚と実践活動の促進 

⑴ 　町の豊かな自然環境を町民自らが大切に考え次代へ引き継いでいくために、幼児期からの環

境教育の推進、自然愛護少年団活動への支援、環境保全や動植物愛護に関する広報啓発活動の

強化を行います。 

⑵ 　各地域における自主的な実践活動を促すために、馬淵川クリーンデーなどの清掃活動の支援、

省エネルギー意識の醸成に努めます。 

 

③　美しく個性的な景観づくりの推進 

町景観計画に基づき、御所野遺跡バッファゾーンを中心に先導的景観形成を進め、周辺景観への

波及に努めます。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 評価 Ｂ Ｂ Ａ
 

51
住宅用太陽光発電システ

ム設置補助件数

件 

（累計）

目標 108 117 126 135
 実績 101 107 109
 評価 Ｂ Ｂ Ｂ

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 地球温暖化対策実行計画に基づき、導入効果の高い全ての公共施設のＬＥ

Ｄ改修のほか、住宅用太陽光設備導入に係る補助額を拡大するなど、より具

体的な脱炭素施策に着手することができた。今後も率先行動を積極的に推進

するとともに、町民の行動変容につながる取組を展開する必要がある。 

馬淵川クリーンデーを始め、各地区で清掃活動が実施されており、今後も

自主的な実践活動への支援を継続し、町民の自然環境保全への意識高揚を図

る。
 実績 取組方針
 ①町有施設の二酸化炭素排出量について、

ＬＥＤ改修の効果もあり前年度比 16％削減

し、目標を達成することができた。 

　住宅用太陽光発電設備については目標値

には届かなかったものの、制度拡充に伴い

問合せ件数が例年より増加しており、次年

度以降の増加が見込まれる。

①公共施設の脱炭素化に向けた取組を継続

し、その結果を公表することにより、町民の

行動変容につなげる。

 ②奥中山高原愛護少年団による環境学習等

の活動に対し補助金の交付を行ったほか、

環境学習の一環として、一戸南小学校４年

②今後も自然環境保全の意識を高めるた

め、自然保護活動、環境教育、清掃活動等の

推進及び支援を継続する。また、環境保全や
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第２節　社会基盤施設の整備 

日常生活の利便性を維持するために、道路、橋梁の維持補修や上下水道、都市公園の維持管理を適切

に行うとともに、各種施設において長寿命化に向けた計画的な整備を図ります。また、町内の交通利便

性を維持するために、バス、鉄道、デマンド交通による一体的な交通網の維持確保を図ります。さらに、

平成 22 年度からテレビ難視聴対策で整備した機器等が更新時期を迎えるため適切な更新を進めます。 

 

①　町道の維持補修 

安全な道路を維持していくために、定期的なパトロールによる早期の維持補修に努めるとともに、

幹線町道を中心に改良及び舗装を進めます。 

 

②　都市計画道路の整備促進 

円滑で安全な道路網を形成するために、岩手県と協力し、国道４号一戸バイパスから役場へ通じ

る都市計画道路上野西法寺線の早期整備を目指します。 

 

③　橋梁の整備 

橋梁の長寿命化を図るために、町道に架かる橋梁の定期点検を行い、結果を基に老朽化の見られ

る橋梁を計画的に整備します。 

 

④　水道施設の更新 

水道水の安定供給を継続するために、水道管の更新を計画的に実施します。 

 

⑤　公共交通の充実 

⑴ 　バス、鉄道、デマンド交通により一体的に交通網を結び、効率的な移動を可能とするととも

 生による水生生物の調査を実施した。 

　馬淵川クリーンデーを始め、町内各地区

で実施されている清掃活動に対し支援を行

った。 

　動物愛護と適正な飼養に係る理解を深め

るため、二戸保健所及び近隣市町村と共同

で動物愛護フェスティバルを開催した。

動植物愛護に関する広報啓発活動を行う。

 ③景観区域内における行為の届出は、工作

物の新設が３件、開発行為等が１件だった。

うち、特定景観地域（御所野遺跡バッファゾ

ーン）内は届出がなかった。計画期間内に届

出のあった行為は全て基準に適合してい

た。

③景観形成の周知を図り、御所野遺跡周辺

を中心に良好な景観の形成を推進する。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
52 町道舗装補修工事 ｍ

目標 500 500 500 500
 実績 0 400 504
 評価 Ｄ Ｂ Ａ
 

53 水道管路の耐震化率 ％

目標 15.6 16.2 16.7 17.0
 実績 15.8 16.3 17.2
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

54
テレビ難視聴対策設備の

更新件数
件

目標 ２ ３ ３ ３
 実績 ０ ０ １
 評価 Ｄ Ｄ Ｄ
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に、特にも、日常的に公共交通を利用する高齢者及び通学生の利用負担の軽減を図ります。 

⑵ 　鉄道で栄えた町にあり、地域の鉄道を守り育てていくマイレール意識その他鉄道に対する愛

着を醸成するために、多くの町民が関わる町並行在来線利用促進協議会の活動を継続支援しま

す。 

 

⑥　テレビ難視聴対策設備の更新 

最も普及している情報獲得手段であるテレビの安定受信を継続するために、難視聴対策設備の更

新を計画的に実施します。 
 
【評価及び今後の取組方針】 

 

 

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 町道の維持補修や水道管路の耐震化については目標を達成した２ほか、点

検に基づく橋梁の補修工事も着手した。そして、地域公共交通の維持のため

各種支援策を図ったが、利用者確保については引き続き取り組む必要があ

る。 

 実績 取組方針
 ①小滝小友線の舗装補修工事を、６年度の

繰越事業と合わせて、504ｍ実施した。 

　また、改良工事は継続で摺糠平糠線を実

施したほか、その他３路線を工事発注し、住

民要望及び道路パトロールによる道路維持

補修を随時実施した。

①計画的な舗装補修工事を行い、定期パト

ロールによる道路維持補修に努める。

 ②県が実施する都市計画道路上野西法寺線

整備事業に対し経費の一部を負担した。７

年度までの事業進捗率は事業費ベースで

66.4％となっており、全工区において工事

が進められた。

②早期完成に向けて、県と協力して整備を

促進する。

 ③町道の橋梁及びトンネルの一斉点検を実

施した。また、相ノ山橋と朴舘橋の補修工事

に着手した。

③橋梁の長寿命化を図るため、定期点検を

行い、計画的な維持修繕を実施する。

 ④水道管路第２期耐震化事業において、一

戸上水道 139.3ｍ、奥中山上水道 918.3ｍの

耐震化工事を実施したことにより、耐震化

率が向上した。

④計画的な水道管耐震化工事を行い、更な

る耐震化率の向上に努める。

 ⑤地域公共交通の維持確保のため、バス路

線維持に対し支援したほか、デマンド交通

事業も継続して実施した。 
　また、公共交通を利用する高齢者や北桜

高校生徒ほか通学生を支援した。

⑤公共交通維持のため、関係機関と連携し

た利用促進施策や地域公共交通計画の策定

に向けた検討を行う。

 ⑥テレビ難視聴対策は、国事業を活用し来

田地区の共聴施設の更新を行った。事務手

続の準備や、資材の調達に時間を要した１

地区は次年度に繰越しした。

⑥老朽化対策が必要なテレビ難視聴対策設

備の更新を行う。９年度以降の更新整備に

向け、補助対象組合の選定基準を整える。
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第３節　住宅の整備 
子育て世帯などが住宅を確保しやすい環境を整えるために、子育て支援住宅や町営住宅の維持管理と

募集を適切に行うとともに、長寿命化計画に基づいた整備を進めます。また、住宅の地震に対する安全

性の向上を図るために、耐震化の施策を進めます。 

 

①　公営住宅等の適切な維持管理 

子育て世帯や高齢者等が住みやすい安全安心な住宅を供給するために、長寿命化計画に基づいた

既存住宅の機能充実と適切な維持管理に努めます。 

 

②　耐震補強の周知 

地震に強い住宅整備を推進するために、耐震診断等を行いやすい環境の整備や、耐震改修等にか

かる補助の周知に取り組みます。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
55

子育て支援住宅住戸稼働

率
％

目標 99.0 99.0 99.0 99.0
 実績 98.1 98.5 97.8
 評価 Ｂ Ｂ Ｂ

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 目標には達していないものの、子育て支援住宅の住戸稼働率は依然、堅調

である。 

複数の地域での子育て支援住宅のニーズに応えるために、基準を満たす民

間賃貸住宅について、新築及び改修を行う際の補助、並びに入居する子育て

世帯に対しての家賃補助を行い、子育て世帯の住宅の確保に取り組んだ。 

住宅維持管理方法について、管理コストの削減と入居率向上のための入居

条件等の見直しや、今後の建て替え手法のひとつであるＰＰＰ／ＰＦＩ導入

について研究を行う。また、生命と財産を守るための耐震化の重要性につい

て、引き続き周知する。
 実績 取組方針
 ①子育て支援住宅は、今年度５部屋のリフ

ォームを行った。募集している部屋はほぼ

入居しており、子育て支援住宅のニーズが

まだ高いと考える。また、子育て認定賃貸住

宅新築及び改修補助について、令和７年度

は、新築２件、改修１件を補助した。家賃補

助は 10世帯（対象の子ども数 19 人）に対し

て家賃の補助をした。 

町営住宅は、退去者がでた部屋について

改修を行い、次の入居者を募集している。町

営住宅の長寿命化計画を改訂し、今後の管

理の方針を定めた。

①子育て支援住宅については、入居状況を

見ながら順次リフォームを進める。若年者

の利用促進に向け周知を進める。子育て認

定賃貸住宅新築及び改修工事支援事業補助

金は、空き家の解消にもつながるため、取組

を強化する。 

町営住宅の長寿命化計画に則り、改修又

は解体について設計を進める。 

 ②耐震診断士派遣を１件行った。耐震補強

が必要な状況となり、所有者の改修の資料

となった。

②耐震診断士の派遣件数を増加させる。ま

た、耐震改修につながるよう周知を進める。
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第４節　環境衛生対策の充実 

町民が快適な環境の中で暮らすことができるように、住民主体のごみ減量化や再生利用対策、汚水処

理施設加入などを進め、環境に負荷を与える要因を取り除くとともに、健康的で安全な生活の実現のた

めに、狂犬病予防接種の徹底やペットのマイクロチップ情報の登録などによる共生社会の促進に取り組

みます。 

 

①　ごみの減量化の理解拡大と実践に向けた取り組み 

限りある資源の有効利用とクリーンセンターへの負荷軽減のために、ごみ減量化の理解拡大に努

め、環境衛生班などと連携し、町民が主体となった３Ｒ（ごみの発生抑制、再使用、再資源化）の

実践活動を推進します。 

 

②　ごみの減量化に対する支援と町民主役の環境整備づくり 

町民と各種団体による自主的なごみ減量化及びリサイクル活動を支援し、地域資源の循環を図る

ために、生ごみ堆肥化容器（コンポスト）、地域生ごみ処理槽（トラッシュ）、生ごみ処理機等への

設置補助、資源回収助成等の充実を図り、町民が意欲的に取り組めるような環境整備を推進します。 

 

③　汚水処理人口普及率の向上 

将来にわたり持続的なサービス提供を図るために、汚水処理施設の役割や必要性について、積極

的な広報活動を推進します。 

 

④　狂犬病予防接種の徹底とペットのマイクロチップ情報登録の推進 

登録犬の狂犬病予防接種を徹底し、ペットのマイクロチップ情報の登録推進などにより、ペット

の健康と町民の安全を守ります。 

 

⑤　火葬場の円滑な運営 

新築した火葬場について、施設・設備、及び周辺の環境を良好な状態を維持し、町民が安心して

利用できるように円滑な運営に努めます。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
56

生活系（家庭系）ごみ排

出量
t

目標 2,720 2,670 2,620 2,570
 実績 2,214 2,188 2,120
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

57 資源ごみ回収量 t

目標 660 670 680 690
 実績 434 426 380
 評価 Ｃ Ｃ Ｄ
 

58 汚水処理人口普及率 ％

目標 59.4 60.4 61.4 62.4
 実績 60.1 60.1 61.1
 評価 Ａ Ｂ Ｂ

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 ごみ排出量は目標以上に減量化されているほか、ごみ分別の定着とともに

町民連携による環境衛生対策はおおむね順調に進んでいる。資源ごみ回収量

は目標に達しなかったが、再資源化の必要性と合わせ、引き続き周知に努め

る。 

汚水処理人口普及率は目標値に至らなかったが、持続的なサービス提供が

できるよう施設の維持更新を行うとともに、イベント時の広報活動やホーム
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第５節　広報広聴の充実 

有益な行政情報や災害時の緊急情報等を広く町民に、適時かつ確実に伝達するために、広報誌ととも

にホームページの充実と各種ＩＣＴ技術を効果的に組み合わせた手段の確立を進めます。そして、町や

集落の実情をよく知る町民から発せられる各種施策への提言等を直接に聞くことができる懇談会等も

重視し、適時に開催します。 

 

 ページでの周知を進める。 

狂犬病予防ワクチン接種については、春・秋２回の集団接種を継続し、接

種率の向上に努めた。マイクロチップ特例制度に参加し、住民の利便性の向

上を図った。 

火葬場については、事故等による停止を未然に防止するため、火葬炉の修

繕、定期メンテナンス等を実施し円滑な運営に努めた。
 実績 取組方針
 ①ごみの分別意識は広く定着しているが、

一部に未だ分別されないごみが出されてい

る。ごみ総量の減少に伴い資源ごみの減少

が見られた。また、資源ごみ集団回収を行っ

た 36 団体に対し補助を行った。

①リチウムイオン電池等の充電式電池の分

別回収を強化するとともに、資源ごみの集

団回収補助金を継続し地域による資源回収

を促す。

 ②生ごみ処理機２件、生ごみ処理容器 10件

の購入に対し補助を行った。

②生ごみ処理機購入にかかる補助内容を拡

充するほか、衛生班連合会と協力した生ご

み処理容器の斡旋を継続し、自家処理によ

る可燃ごみ減量化を図る。
 ③汚水処理施設の役割や必要性、各種補助

制度について広報活動を行った。

③生活しやすい環境整備を図るため、下水

道への接続を促す広報活動を行い、普及啓

発に努める。
 ④狂犬病予防ワクチン接種については、

春・秋の２回集団接種の機会を設けて接種

率の向上に努め、接種率は 92％となった。

④狂犬病予防ワクチンの接種率向上のた

め、年２回の集団接種を継続する。 

令和７年１月から参加しているマイクロ

チップ特例制度への参加を継続し、住民の

利便性向上を図る。
 ⑤故障等により火葬場運営に支障が生じな

いよう、火葬炉修繕等の適切なメンテナン

スを行った。

⑤設備の故障等を未然に防止し、円滑な火

葬場運営ができるよう、継続して施設整備

や環境整備に努める。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
59

町ホームページへのアク

セス数
回

目標 1,103,868 1,159,061 1,217,014 1,277,865
 実績 786,990 751,917 812,238
 評価 Ｃ Ｃ Ｃ
 

60 オンライン申請件数 件

目標 10 20 30 50
 実績 39 120 82
 評価 Ａ Ａ Ａ
 

61
町ホームページ以外のＳ

ＮＳ等フォロワー数
人

目標 3,500 3,700 3,850 4,000
 実績 3,050 3,460 4,030
 評価 Ｂ Ｂ Ａ
 

62 地域懇談会参加者数 人

目標 140 160 180 200
 実績 56 127 -
 評価 Ｄ Ｂ -
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①　広報活動の推進 

⑴ 　町民に読まれ親しまれる広報誌とするために、子育て・教育・福祉ほか町の重要施策を特集

などにより解説、周知するほか、町の出来事や各団体によるイベント開催などの記事も加え、

わかりやすい誌面づくりに努めます。 

⑵ 　町ホームページ以外からも情報を取得できるよう、ＳＮＳ等の情報発信チャンネルの拡充を

図ります。 

⑶ 　町民視点の情報も広く発信できるよう、町民記者の導入など広報体制の強化を図ります。 

 

②　ＩＣＴ技術の活用 

⑴ 　オンラインでの申請や決済など、役場を訪れずに各種行政処理が行える仕組みの導入を進め

ます。 

⑵ 　町民の日々の情報収集に資するほか、町を訪れる観光客等による情報取得・発信を容易にす

るために、公衆無線ＬＡＮ環境を提供します。 

 

③　広聴活動の推進 

町の施策に関わる多様な意見を収集するために、町の重要課題を直接町民に説明し意見交換をす

ることができる地域懇談会を定期的に開催します。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 町ホームページへのアクセス数以外については目標値を超えるものとな

った。特にＳＮＳ等フォロワー数は８年度の目標値を超えるものとなった。

オンライン申請件数については昨年度より減となっているが、内訳として、

採用試験の応募者数と転出入の申請件数となっており、年度によってばらつ

きがあるものと考えられる。 

今後はこれら以外の申請についてもオンラインでの申請が増加するよう

周知や申請できる項目の拡大を図っていきたい。 

地区懇談会については、７年度は開催できなかったが、町の主要施策を伝

える場及び町長と町民の直接的な意見交換の場として貴重な機会であるた

め、８年度は開催場所を増やし、より多くの町民の声を聞くことが出来るよ

う場所や時間について検討する。
 実績 取組方針
 ①ｗｅｂサイトへのアクセス数は目標に達

しなかったものの昨年度に比べ微増となっ

た。ＳＮＳ等のフォロワー数は昨年度に引

き続き増加し、目標数を超えることができ

た。増加した要因としては、クマの出没が多

く、ＳＮＳでの即時の情報発信が好意的に

受け入れられたものと考えられる。

①ｗｅｂサイト及びＳＮＳが町民等の情報

収集ツールの主軸として確立するよう、配

信コンテンツの充実に努める。特にＬＩＮ

Ｅ利用者が増えているため、配信コンテン

ツを充実させる。また、ホームページの公開

内容についても、情報を検索しやすい作り

となるよう整理を進める。
 ②採用試験でのオンライン申請の利用者が

増加した。また、転出入での利用が多い状況

となっている。

②８年度中にコンビニ交付がスタートする

ため、各種証明書の発行については庁外で

の取得が増えるものと見込まれる。申請に

ついても、オンラインでの申請項目を増や

せるように、業務の整理を進める。
 ③町長・町議会選挙のため、７年度は開催し

なかった。

③開催箇所を増やした形での開催を予定し

ている。
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第６節　消防・防災体制の充実 

災害から町民の生命と財産を守り、安心して日常生活を営むために、災害の未然防止と発生後の被害

を最小限に食い止めるための防災対策を進め、常備消防や消防団をはじめとした地域防災体制の確立を

進めます。 

また、少子高齢化や核家族化が進むなかで、地域防災力の強化が課題となっていることから、「共助」

に軸をおいた自主防災組織の取組を強化します。 

 

①　常備消防・救急体制の充実促進 

常備消防・救急体制の充実を図るために、常備消防と消防団の協力体制の強化に努めます。 

 

②　消防団の充実 

⑴ 　消防団員の資質向上と確保対策のために、訓練の充実や組織の再編成等による機能強化、団

員の処遇改善を図ります。 

⑵ 　消防団の組織力を高めるために、消防団ＯＢ等による機能別消防団員制度への加入促進を図

ります。 

 

③　消防施設・水利の計画的整備 

消防防災力を高めるために、消防施設や消防資機材を充実させるとともに、消防設備の計画的な

更新整備を行います。 

 

④　防災体制の充実 

⑴ 　地球環境の変化に伴う災害の甚大化に対応するため、一戸町防災計画を随時見直すとともに、

情報伝達体制の充実や、避難所等の整備を図ります。 

⑵ 　住民が事前に危険区域を把握し、速やかな避難行動に繋げるために、土砂災害警戒区域や浸

水想定区域等を示すハザードマップを適宜更新します。 

 

⑤　防火・防災意識の高揚 

⑴ 　地域防災力向上のために、自主防災組織等に対する必要な支援を行います。 

⑵ 　町民に防災意識をより浸透させるために、各種防災情報を正しく理解し、適切な行動に繋げ

てもらうために、防災セミナー等の普及啓蒙活動を行います。 

⑶ 　啓発活動の充実、防火・防災訓練の充実、防火対象物や危険物施設への防火指導の徹底を図

ります。 

 

【評価及び今後の取組方針】 

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
63 自主防災組織組織率 ％

目標 50.0 51.0 52.0 53.5
 実績 48.8 50.3 52.8
 評価 Ｂ Ｂ Ａ

 ７年度 総括
評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 地域防災力の維持強化を目的に一戸町総合防災訓練を実施し、15 種類の訓

練を行った。この訓練には自主防災組織にも視察・協力への声掛けを行い、

参加いただいた。 

そして、毎年の消防演習や春秋防火パレードのほか、町産業まつりにおい

て消防自動車の展示や活動ＰＲを行うなど、理解拡大と団員確保に向けた新

たな活動が実施された。 

さらに、機動的な活動を可能とする各種装備についても、計画に沿って導
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第７節　安全安心な生活の実現 

安全で、安心を実感できる日常生活を送ることができるように、地域・各種団体・行政の連携協力の

もと、交通事故や犯罪が起こらない環境づくりをさらに進めるとともに、消費者でもある町民に対する

消費生活情報の提供や相談体制の充実を図ります。 

※１　人身事故件数＋物損事故件数 

 

①　交通安全意識の高揚 

交通安全意識の高揚を図るために、保育所及びこども園、学校、地域社会などあらゆる機会をと

らえた交通安全教育の徹底に努めます。また、特にも高齢者が関わる交通事故を減らすために、高

齢者向けの交通安全意識を高める啓発活動を行います。 

 

②　交通安全施設の整備充実 

⑴ 　安全で快適な交通社会を実現するために、国・県道については、歩道の整備をはじめとする

安全な道路環境の整備を要請します。 

 入あるいは更新がなされるとともに、消防団員活動服も刷新することができ

た。災害情報の伝達については、難聴世帯等への戸別受信機の貸与を継続実

施している。 

　自主防災組織については、１町内会の新規結成があったものの、組織率に

あっては未だ低い状況にあるため、これを高めていく必要がある。
 実績 取組方針
 ①７年度は一戸町総合防災訓練を実施し、

常備消防、災害時における自主防災組織な

ど関係機関との連携を確認するとともに、

協力体制を強化した。

①８年度は岩手県総合防災訓練が二戸管内

で開催されることに伴い、一戸町において

も同訓練に参加する。

 ②消防団員用活動服を視認性の高い新規格

品に更新した。

②消防団員用防火衣を更新する。

 ③消火栓については、更新８基、修繕１基、

移設１基を実施した。また、町消防団第１分

団第１部に配備していた消防ポンプ自動車

を更新した。

③更新計画に基づき、防災設備等を適切に

更新する。

 ④防災マップの更新に着手した ④防災マップ更新作業を完了させるととも

に、地域防災計画の改定を進める。
 ⑤一戸町社会福祉協議会との共催により防

災に関するイベントを開催したほか、消防

団員確保の一環として、町産業まつり会場

において消防団ブースを出展し、理解拡大

と勧誘活動を行った。 

　また、７年度には自主防災組織の新規結

成は１団体だった。

⑤外部団体が企画する防災等に関するイベ

ントに対しては共催・後援ほか支援を行う。 

　引き続き消防団活動への理解が拡がる活

動を継続する。

 
No.

年度 
項目

 

５年度

 

６年度

 

７年度

 

８年度

 
64 交通事故件数※１ 件

目標 145 140 135 130
 実績 164 187 188
 評価 Ｃ Ｃ Ｃ
 

65 刑法犯総数 件

目標 14 13 12 10
 実績 19 14 7
 評価 Ｃ Ｂ Ａ
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⑵ 　安全で快適な交通社会を実現するために、町道については「一戸町通学路交通安全プログラ

ム」により、児童・生徒の通学路を中心に、各種交通安全施設の整備を図ります。 

 

③　交通安全対策推進体制の充実 

交通安全対策推進体制の充実を図るために、関係団体の育成や支援を行うとともに、保育所及び

こども園、学校、地域、関係機関との一層の連携強化や、交通指導員の育成・確保に努めます。 

 

④　防犯意識の高揚 

町民の防犯意識の高揚を図るために、防犯協会や警察と連携して各種防犯活動を推進し、特にも、

近年多様化している特殊詐欺への注意喚起に努めていきます。 

 

⑤　防犯施設の整備充実 

明るいまちづくりの推進を図るために、防犯灯や街路灯の整備に努めます。 

 

⑥　消費者保護の充実 

消費生活相談体制の充実を図るために、消費者に対して適切な消費生活情報を提供します。また、

多重債務問題に対応するために、消費者救済資金貸付制度を活用し解決と救済に努めます。 

 

【評価及び今後の取組方針】 
 ７年度 総括

評価【Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ】

 　交通安全や防犯活動にあっては、行政からの呼び掛け以上に地域が一丸と

なり取り組むこと、意識を醸成することがもっとも効果的であるところ、町

内の各団体が機動的、能動的に活動していることを大いに評価するものであ

る。 

　そして町民個人の日頃からの心掛けと併せ、令和８年３月をもって交通死

亡事故ゼロ３年が経過し、二戸警察署長から賞賛状をうけたところである。
 実績 取組方針
 ①町内の交通安全団体による啓発活動や交

通指導員による街頭活動の成果により、死

亡事故件数は３年連続０件となった。しか

し、事故件数の総数は依然として多く、全体

としての目標達成には至らなかった。

①目標達成に向けて、これまで以上に関係

機関と連携し、啓発活動を継続するととも

に、高齢者を対象とした広報活動や防災無

線を活用した注意喚起に努める。

 ②一戸町通学路安全推進会議において通学

路の安全確保に向けた協議・検討を行い、７

年度は８箇所の危険箇所について協議し

た。

②改善要望箇所の情報収集や現地確認に努

め、安全確保のための環境整備を図る。

 ③保育施設及び学校において計９回の交通

安全教室を実施し、交通安全意識の高揚を

図った。

③引き続き交通安全教室を実施するととも

に、交通指導員の確保に努め、交通安全対策

推進体制の充実を図る。
 ④町防犯協会各支部の啓発活動や防犯隊に

よるパトロール、広報活動の成果により、犯

罪件数は目標値を５件下回り、目標を達成

した。 

　また、新たな鍵掛けモデル地区（小鳥谷字

野里地区）が設定された。

④関係機関と連携した啓発活動を継続する

とともに、多様化する詐欺事案に対する注

意喚起を強化する。

 ⑤街灯整備事業費補助金を活用し、３団体

で街路灯 20基のＬＥＤ化を実施した。

⑤今後も同補助金を活用した街路灯整備を

進める。
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 ⑥二戸市に運営委託する二戸消費生活セン 

ターを通じ、消費者契約トラブル相談34件、 

多重債務相談 19 件、法律相談等 30 件の計

83 件の相談に応じた。また、県等から配付

されるリーフレットの配架により町民に周

知した。 

⑥引き続き二戸消費生活センターを拠点と 

し、町民が引き続き健全な消費生活を送る 

ことができるよう支援する。  
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審議会でお寄せいただいた意見について 

 

この報告書の作成にあたって、令和８年８月 24 日に会議を開催し、委員各位から様々な御意見をい

ただいております。 
 
出席委員 
会長　　今　井　　潤 岩手大学研究支援・産学連携センター　教授 
副会長　桑　原　尚　子 岩手県立大学総合政策学部　准教授 

委員　　田　中　新　吉　一戸町議会総務教育民生常任委員会　委員長 
　　　　土　川　昭　悦　一戸町議会産業建設常任委員会　委員長 

中　村　善　雄 一戸町商工会　会長 
吉　田　頌　太　一般社団法人いちのへ観光公社 
小野寺　幸　葉 一戸町社会福祉協議会 
山　影　稔　男 岩手県立北桜高等学校　校長 
野　里　帝　夫　一戸町小中学校校長会　会長（奥中山中学校校長） 
南　舘　俊　則　一戸町老人クラブ連合会　会長 
井　上　誠　一 一戸町金融団　幹事（盛岡信用金庫一戸支店長） 
山　下　達　也　新岩手農業協同組合二戸地域野菜生産部会　奥中山支部長 

 

　主な審議内容は下記のとおりです。 
 
第１章　「将来を担う人材を育むまちづくり」 
・　自己肯定感をもっている児童生徒の割合について、７年度が急激に低下しているためその要因に

ついて分析を進め、対応を検討されたい。 
・　北桜高校支援について、ＣＴＡを通じた企業説明会や各種検定補助等の活動については大変高く

評価できる。今後とも必要な支援を継続されたい。 
・　北桜高校入学者数は依然伸び悩んでいる状況のため、入学者獲得に繋がる取組が急務であると考

えられる。 
・　地元にどのような企業があるか知らない子どもが多い。今後キャリア教育の必要性がより一層高

まってくると考えられる。 
 
第２章　「人が集まり地域が活力にあふれるまちづくり」 
・　地域担当職員制度がうまく機能し、行政と地域の距離が近いという点は一戸町の大きな強みである

という印象を受ける。 
・　移住者数が順調に推移していることは大変評価できる。岩手は今色々と注目されているので、今後

も積極的に取組を進められたい。 
 
第３章　「産業の振興と仕事の創出を図るまちづくり」 
・　農業の振興について、担い手不足やコスト高騰、異常気象等の影響が大きく農家の経営が安定しな

い。単価も下がってきている。指定産地の維持のため、支援施策を検討いただきたい。 
➢　 　市場価格が厳しい状況は把握しており、対策について昨年度から生産者の方々やＪＡと話合いを

行っている。今後は、販売の後押しとなる施策について検討を進めていく。 
・　土地改良事業について、全国的に見ても異常気象により水資源が不足し農業の継続が困難になる地

域も出てきている。貴重な水資源を守っていくために、基幹水利施設の適切な維持管理について今後

より一層力を入れて取り組まれたい。 
・　町内事業者への支援体制について 
➢　 　経営改善等に係る相談は商工会で取り組んでいただいており、今後も商工会と連携を取りながら

必要な支援を講じる。 
・　第三者承継に関する取組について 
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➢　商工会や金融機関と意見交換させていただきながら支援を進めていく。 
・　商品開発等の補助金活用実績の周知方法について 
➢　過去の実績をまとめたチラシを町内企業に配布している。今後は町ＨＰを活用した周知について

も準備を進めていく。 
 
第４章　「歴史や文化を活かすまちづくり」 
・　目標数値の設定について 
➢　現在設定している来訪者数は御所野縄文公園開設当時の来訪者を基準に設定したもの。コロナ禍、

世界遺産登録を経て現在は年間 30,000 人ほどで推移している。目標数値が適正であったかは今後

検討の上、必要に応じて修正を行う。 
・　博物館ＨＰの更新頻度について 
➢　 　リアルタイムで様々な層の方々の目に触れるよう、現在はＳＮＳでの周知に重点を置いている状

況。今後はＳＮＳと並行してＨＰの充実も図る。 
・　竹細工の海外に向けた戦略的な発信について 
➢　材料が枯渇し在庫の確保が困難な状況ではあるが、海外出身の地域おこし協力隊員を中心にＳＮ

Ｓを通じた海外への発信を行っている。 
 
第５章　「元気で健やかに暮らせるまちづくり」 
・　目標設定について 
➢　次期総合計画の目標設定においては、「この取組を行うことにより、町民にとってどのような環境

が生まれたか」を数値化できるように意識しながら進めていく。 
　　次期総合計画の策定に向けた町民アンケートにおいて、現在の施策に対する満足度・不満度も調

査しており、それぞれの解決に向けた取組と目標の整合性が取れているかを今後整理しながら進め

ていく。 
・　昨今、総合計画にＫＰＩを設定しない自治体が増えてきている。ＫＰＩを設定すると、その数値を

達成すること自体が目標になり本来の目的から外れてしまうことが往々にしてある。ＫＰＩを設定す

るにしても、毎年度少しずつ項目を変える等の工夫をしないと時代に即していないものになってしま

う。次期総合計画策定にあたっては、それらを踏まえながら検討・議論を重ねていただきたい。 
・　他の機関と連携した子育て支援施策について 
➢　 　子育て支援に関わるボランティアのなり手不足が課題であると認識している。今後社会福祉協議

会をはじめとする関係機関と連携を取りながら、一戸町独自の子育て支援計画の作成に向け検討を

進める。 
 
第６章　「生活しやすい環境が充実するまちづくり」 
・　水道施設の更新について 
➢　 　病院、福祉施設、商業施設など重要な給水施設を優先して更新を進めている。今後も場所と管種

を慎重に見極めた上で持続的な給水ができるよう計画的に更新を進めていく。 
 
全体 
・　全体として、教育・保健・脱炭素分野で顕著な成果が見られたことは高く評価できる。一方、観光・

林業振興・御所野遺跡に関する施策については改善の余地が残されている。今後はこうした分野にお

いて課題の整理・分析と解決に向けた検討を加速させることにより、地域が有する多様な資源を最大

限に引き出すとともに、町民との連携を一層深め、将来にわたって活力あるまちづくりを進めていく

ことが求められる。 
・　観光分野において、リピーターの獲得に向けた無料で過ごせる空間づくり、通過型ではなく長く滞

在してもらえる仕組みづくりが期待される。


